
　財政制度等審議会は６月３日、２０１０年度予算編成
に関する建議をまとめ、与謝野財務相に提出。社会
保障費２２００億円削減についての具体的な言及を避け
たが、「社会保障分野においても、骨太０６などの歳出
改革の基本的方向性は維持する」と記した。病院勤
務医の負担解消に向けては、病院に対する診療報酬
の手厚い配分を求めたほか、医師の偏在解消策とし
て現在の自由開業制を否定し、一定程度の規制を設
けるべきと提案した。
　政府は６月９日の経済財政諮問会議に、「基本方針
０９（骨太の方針０９）」の素案を提示。懸案となってい
る社会保障費２２００億円削減には言及しなかった。
 

「２２００億円」の記載は見送り／財政審が建議、
骨太０６の考え方は維持
　財政制度等審議会は６月３日、２０１０年度予算編成
に関する建議をまとめ、与謝野馨財務相に提出した
（資料１、後掲３０ページ）。１１年度の国・地方の基礎
的財政収支（プライマリーバランス）黒字化目標に
ついて建議は「達成困難になったと言わざるを得な
い」と強調。ただ「基本（骨太）方針０６の考え方を
踏まえた歳出改革を維持していくことが必要」とク
ギを刺した。骨太０６から続く社会保障費２２００億円削
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今月の主な動き

協

会

だ

よ

り

場　　所開始時間行　　　事

府医師会館２０８・２０９午後２時 新しく医療機関に勤められた新入職員のための
研修会（２日目）２日㈭

府医師会館３０５午後２時保険審査通信検討委員会３日㈮
未定午後２時医療制度検討委員会

８日㈬
未定午後２時医院・住宅新（改）築相談室
新・都ホテル午後２時３０分産婦人科診療内容向上会

１１日㈯
府医師会館３０５午後２時３０分新規開業医のための基礎講習会
未定午後１時ファイナンシャル相談室

１６日㈭
未定午後２時法律相談室
未定午後２時雇用管理相談室
府医師会館４０４－４０６午後２時第６２９回社会保険研究会
京都リサーチパーク東地区１号館４Ｆ午後２時オンライン請求義務化問題学習会１８日㈯
未定午後２時経営相談室２２日㈬
からすま京都ホテル午後５時金融共済委員会　２５日㈯

7
月
の
保
険
医
協
会
の
行
事
予
定

場　　所開始時間行　　　事

ホテルグランヴィア京都
午後１時
午後３時３０分

第６２回定期総会
創立６０周年記念講演会＆懇親会

８月９日㈰

今
後
の
予
定

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲７４ページ



減方針については、具体的な数値の記載を見送り、
無駄の排除は必要との考えを示すにとどめた。
　現在の財政状況については「公債依存度が過去最
悪の水準まで落ち込み、わが国財政は極めて危機的
状況」との認識を表明。「１１年度のＰＢ黒字化目標は
達成困難」との見通しを示した。
　今後の財政運営に向けては「財政の状況を真正面
から受け止め、財政の持続可能性確保に向けた基本
的考え方を国民に示すべき」とした。その上で、骨
太０６の基本的な考え方について「重要性はいささか
も変わらず、むしろ一層高まっている」と強調。１０
年度予算でも、骨太０６の歳出改革を維持すべきとし
た。
　さらに、財政の持続可能性を確保する上で「債務
残高対ＧＤＰ比の発散を止め、安定的な引き下げが
必要不可欠」と強調。達成時期は明示しなかったも
のの「ＰＢ黒字化に向け、その道筋を示しつつ、そ
の早期実現を図るべき」ともうたった。
（6/４MEDIFAXより）

財政審建議、自由開業制を否定／病院への手
厚い診療報酬を主張
　６月３日にまとまった財政審の建議で、病院勤務
医の負担解消に向けては、病院に対する診療報酬の
手厚い配分を求めたほか、医師の偏在解消策として
現在の自由開業制を否定し、一定程度の規制を設け
るべきと提案した。中医協の在り方の見直しも要求
した。
　社会保障については「将来世代へ負担を先送りし
ないことが必要」との原則論を展開。給付と負担の
対応関係を明確化するため「中期プログラムの考え
方に沿って、社会保障費用の区分経理の在り方につ
いて議論を深める必要がある」とした。社会保障費
２２００億円削減問題については具体的な言及を避けた
が、「社会保障分野においても、骨太０６などの歳出改
革の基本的方向性は維持する」とだけ記した。
　医療については、医師不足や勤務医の過重労働と
いった課題を列挙し、背景には、地域間、診療科間、
病院・診療所間の医師偏在問題が横たわっていると
指摘した。解消に向けては「病院に対する診療報酬
を手厚くする」「医師の能力などに応じた配分が可能
になるような見直しを行う」など、診療報酬の配分
を大幅に変えるべきと提言した。
　さらに、診療報酬改定の在り方についても見直し
を要求。ヒアリングで「中医協で病院経営の在り方

を含めた議論を行うことは難しい」との指摘があっ
たことを重要視し、「中医協以外の場においても、医
療費の配分について幅広く議論された上で、それが
中医協での議論・決定にも適切に反映される必要が
ある」とした。さらに、委員構成を含めた中医協の
在り方の見直しも求めた。
　医師の適正配置に向けては「医師の養成には多額
の税金が投入されていることなどにかんがみれば、
医師が地域や診療科を選ぶことなどについて完全に
自由であることは必然ではない」と指摘。ドイツで
地域や診療科ごとに定員枠を設けていることを例に
挙げ、自由開業制などを一部規制する考えも盛り込
んだ。病院勤務医の負担軽減を進めるため、高い技
能を持つ看護師やコ・メディカルの養成・活用が必
要との見方も示した。
　医療分野の効率化・合理化関係では、後発医薬品
の使用促進や医療給付の効率化、レセプトオンライ
ン化などによるＩＴ化の推進が必要との見方を示し
た。
　また、医療費総額の増加を許容すると同時に、保
険料と税負担の増加を抑制する方策についても言
及。具体策として「諸外国を大きく下回っている私
的医療支出（自己負担や民間保険など）を増やすと
いう選択肢を視野に入れることが必要」とした。財
政審が以前から主張している「保険免責制度の導入」
についても検討課題に挙げた。
　１０年度にひかえる診療報酬・薬価改定については
「民間賃金や物価の動向などを踏まえて総額を検討
する必要がある。特に病院・診療所間の配分の抜本
的見直しが必要」と重ねて強調した。
（6/４MEDIFAXより）

社会保障費の削減は言及せず／骨太０９素案
　政府は６月９日の経済財政諮問会議に、２０１０年度
予算編成の基本的な考え方となる「基本方針０９（骨
太の方針０９）」の素案を提示した。１０年度予算の方向
として「持続的な経済成長と財政健全化の両立を図
る上で重要な予算。基本方針０６などを踏まえ、歳出
改革を継続しつつ、現下の経済状況への必要な対応
を行う」と明記。懸案となっている社会保障費２２００
億円削減には言及せず、撤回をめぐる攻防は、１０年
度予算の概算要求基準の折衝にまでもつれ込むこと
になる。
　骨太方針０９は、今後の財政運営の在り方について、
麻生首相が主張する「短期は大胆」との考えを踏襲。
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引き続き景気回復を最優先で進める考えを示すとと
もに、「中期は責任」との方針の下、経済成長や社会
保障制度を持続可能なものとするために財政健全化
に取り組むとした。
　財政再建に向けては、新たな目標の基本として「債
務残高対ＧＤＰ比」を据えた。具体的には「債務残
高対ＧＤＰ比を１０年代半ばにかけて少なくとも安定
化させ、２０年代初めには安定的に引き下げる」とし
た。骨太方針０６で財政再建の目標と位置付けていた
１１年度の基礎的財政収支（プライマリーバランス、
ＰＢ）黒字化の達成は断念し「今後１０年以内に黒字
化の確実な達成を目指す」とトーンダウンした。さ
らに「まず景気を回復させ、５年を待たずにＰＢ赤
字の対ＧＤＰ比を少なくとも半減させる」とも記し
た。
　また、成長力強化の１つとして「健康長寿」を盛
り込んだ。介護分野での雇用を３年間で３０万人創出
するほか、地域医療の強化や、新型インフルエンザ
ワクチンの開発・生産期間の短縮などを推進する方
針をあらためて示した。具体策としては、介護人材
の処遇改善やキャリア形成支援のほか、大学病院の
機能強化、医療機関に対する優遇融資の拡充などを
盛り込んだ。
　ＩＴ化の推進に向けては、１３年度までに「国民電
子私書箱（仮称）」の整備を目指す方針を掲げ、「社
会保障番号・カード（仮称）」と重複が生じないよ
う、一体的に検討し、０９年度中に基本方針を策定す
るとした。
　規制改革では「医師と看護師らの間の役割分担の
見直し（専門看護師の業務拡大など）について、専
門家会議で検討を行い、０９年度中に具体案を取りま
とめる」と明記した。また、設置期限を迎える規制
改革会議については「今後の推進体制について検討
することとし、０９年度中に成案を得る」とした。
（6/１０MEDIFAXより）

０９年度補正予算が成立／介護職員処遇改善の
基金など
　介護職員の処遇改善のための基金創設などを盛り
込んだ総額約１４兆円の２００９年度補正予算が５月２９日
成立した。予算案は１３日に衆院本会議で可決された
ものの、この日の参院本会議で野党の反対で否決。
両院の議決が異なるため両院協議会を開いたが不調
に終わった。このため憲法６０条で定める衆院優越の
規定によって補正予算が成立した。
　補正予算のうち厚生労働省分は総額４兆６７１８億
円。うち「介護職員の処遇改善・介護拠点整備」で
８４４３億円を確保した。「地域医療・医療新技術」には
７６８４億円を計上し、都道府県が２次医療圏ごとに策
定する「地域医療再生計画」に基づいて財政支援な
どを行うほか、新型インフルエンザワクチンの開発・
生産設備の強化にも取り組む。
（6/１MEDIFAXより）

日本脳炎、幼児の定期接種再開／改正省令が
施行
　日本脳炎の定期予防接種について、２００９年２月に
正式承認を受けた乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンを
第１期（標準年齢３－４歳）の定期接種の対象とす
る改正省令が６月２日、施行された。日本脳炎の定
期接種は０５年から事実上中断されているが、省令改
正により４年ぶりに再開された。
　当面は供給量が少ないため、厚生労働省は、第１
期（３回接種）のうち最初の２回について円滑に接
種が行えるよう、自治体などに求めている。積極的
な接種勧奨を差し控える措置は継続し、この間に接
種の機会を逃した人に対しては、厚労省が経過措置
を検討している。
　従来のマウス脳由来の日本脳炎ワクチンの位置付
けは、今回の省令改正の影響は受けず、引き続き定
期接種の対象となる。（6/３MEDIFAXより）
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【５月】◆民主党代表に鳩山由紀夫氏（１６日）◆「日本漢字能力検定協会」前理事長ら、背任の容疑で逮捕（１９日）◆裁判員制度スタ
ート（２１日）◆京都市・新型インフルエンザ感染者を確認（２１日）◆韓国・盧武鉉前大統領が自殺（２３日）◆北朝鮮・地下核実験を行
う（２５日）◆東京高裁・原爆症認定訴訟で国の認定基準を「適格性欠く」と批判（２８日）
【６月】◆改正薬事法施行（１日）◆米自動車最大手ゼネラル・モーターズ破たん（１日）◆エールフランス機が墜落（１日）◆足利
事件・菅家利和さんが１７年半ぶりに釈放（４日）◆中国・２００８年の軍事費世界２位に（８日）◆ＷＨＯ・新型インフルエンザで世界的
大流行（パンデミック）を宣言（１１日）◆国連安保理・北朝鮮制裁決議を採択（１２日）◆日本郵政社長の進退問題をめぐり、鳩山邦夫
総務相が辞任（１２日）◆郵便制度悪用事件で厚労省局長を逮捕（１４日）◆千葉市長、民主推薦の熊谷俊人氏が当選（１４日）◆イスラエ
ル・条件付きでパレスチナ国家を容認（１４日）◆イラン・数十万人規模のデモ（１５日）◆政府・景気底打ち宣言（１７日）

（５月１６日－６月１９日）
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◎新型インフルエンザを巡る動き（５月１１日～６月１３日）
京都府・市などの動き日本の動き世界の動き日付

厚労省：発熱外来は全国に７９３カ所設置。５月１１日

舛添厚労相：新型インフルエンザ患者が入院する
ための陰圧施設がある病床数について「２００９年３
月末現在で全国に１２０５床整備されている」と報告。
感染症病床は１６８７床。

保健所を設置する近畿の２府４県と１２市：
将来の感染拡大に備え、情報共有を密にす
るなどして連携を強化することを確認。

ロシュ（スイス）：抗ウイルス薬タミ
フル約５６５万人分を、ＷＨＯに新
たに無償供与すると発表。

５月１２日

京都府・新型インフルエンザ対策本部会議：
発熱外来が計１０カ所で設置された。京都市
内の発熱外来は、府立医大と市立病院の２
カ所。

政府：国内の警戒レベルを「第１段階（海外発生
期）」から「第２段階（国内発生早期）」に引き上げた。

５月１６日

厚労省：神戸市内の同じ高校に通う生徒３人につ
いて、新型インフルエンザに感染していることが
確認されたと発表。水際の検疫以外で感染者が確
認されたのは、国内で初めて。

与党・新型インフルエンザ対策に関するＰＴ：政
府に対する提言を取りまとめた。

WHO：感染が確認された国は４１
カ国・地域。感染者数は９２７９人、
死者は７６人と発表。

５月１８日

感染が確認された地域は２府県。感染者数は１３９人。

京都市：京都府内で初となる感染者１人を
確認したと発表。

５月２１日

京都府：国保の資格証明書交付された人が
発熱外来を受診した際、「窓口３割負担」と
することを府内の各市町村に要請。

政府：新たな新型インフルエンザ対策を決定。全
国一律の対応を見直し、感染拡大の状況に応じて
地域を２つに分類して対応するのが大きな柱。

ＷＨＯ・フクダ事務局長補代理：
新型インフルエンザのパンデミ
ックの認定基準を変更する方針
を正式に表明。

５月２２日

厚労省：新型インフルエンザの症例定義について、
疑似症患者の要件からまん延国への渡航歴や滞在
歴を削除し、都道府県などに通知。

京都府：市内の府立高などの休校措置を解
除。２８日から授業を再開する。

感染が確認された地域は１０都府県。感染者数は３６４
人。

５月２７日

京都府：府内の発熱外来は計２０カ所。

参院予算委員会：参考人として出席した羽田空港
検疫官の木村盛世氏は、水際対策の機内検疫がパ
フォーマンスとして利用されたと指摘。

５月２８日

近畿ブロック知事会長・山田啓二京都府知
事：舛添厚労相と面会し、新型インフルエ
ンザ対策について要望。

６月３日

厚労省：神戸市内で５月５日に新型インフルエン
ザの患者が発生していたことを明らかにした。

６月４日

京都市：京都府や商工会議所と連携し「安
心しておこしやす宣言」を発表。

６月５日

京都府：発熱外来の設置病院数を２１カ所か
ら１１カ所に縮小。 

厚労省：７月中旬以降に国内のワクチン製造体制
を新型インフルエンザワクチンに切り替えた場
合、新型インフルエンザワクチンは２５００万人分程
度が確保できると試算。

６月９日

ＷＨＯ：感染が確認された国は
７４カ国、感染者数は２万７７３７人、
死者は１４１人と発表。

６月１０日

厚労省健康局結核感染症課・江浪武志課長補佐：
「フェーズ６」に引き上げた場合でも、日本国内の
対策が切り替わることはないとの判断を示した。

ＷＨＯ：新型インフルエンザの
警戒レベルを現在の「フェーズ
５」から最高の「フェーズ６」
に引き上げることを決め、パン
デミックを宣言。

６月１１日

ノバルティス（スイス）：新型
インフルエンザ用のワクチン開
発に成功したと発表。

６月１２日

感染が確認された地域は２４都道府県。感染者数は
５９４人。

６月１３日



中医協公益委員、６人体制が復活／参院本会
議が了承
　中医協の公益委員に新たに森田朗・東京大大学院
教授を充てる国会同意人事案が５月５日の参院本会
議で全会一致で了承された。衆院は４日に同意して
いるため、野党の不同意で欠員状態となっていた中
医協公益委員は約３カ月ぶりに６人体制に戻る。
　同意人事では森田氏の新任とともに、６月２０日で
任期の切れる公益委員の小林麻理氏（早稲田大大学
院教授）の再任を了承した。任期はともに任命日か
ら２年。
　同意人事をめぐっては、２００９年２月の参院本会議
で前田雅英氏（首都大学東京教授）の再任案を、民
主、共産、社民、国民新の野党４党の反対多数で不
同意とした。国会同意人事案は衆院の優越がないこ
とから、不同意が確定した。公益委員は６人構成だ
が、前田氏の任期の切れた３月１日以降は１人欠員
の５人体制で中医協の議事運営が進められている。
（6/８MEDIFAXより）

レセオンラインによる廃業「多くない」／政
府答弁書
　政府は５月２６日に閣議決定した答弁書で、レセプ
トオンライン請求義務化によって廃業する医師らの
割合について「多くないと考えている」との見解を
示した。
　松野信夫氏（民主）の質問に答えた。答弁書では
自らオンライン請求が当面困難な医療機関について
は、事務代行者による代行を行うことが可能だと理
由を説明している。
　また、オンライン請求義務化に伴う個人開業医の
設備投資の負担例として、レセプトコンピューター
の購入に１台１００万－３００万円、ネットワーク回線の
敷設に数千－３万円程度が必要になるとし、診療報
酬上の電子化加算などに加えて、国会審議中の２００９
年度１次補正予算案で必要な設備投資額を支援する
経費を計上していると説明している。
（5/２７MEDIFAXより）

医薬品の２４時間販売始まる／コンビニでも風
邪薬
　風邪薬などの一般医薬品（大衆薬）をコンビニエ
ンスストアやスーパーで販売しやすくなる改正薬事
法が、６月１日施行された。これを受け、セブン－
イレブン・ジャパンが、コンビニでは初めて医薬品

の２４時間販売を実験的に始めるなど、流通業界の新
たな取り組みが始まった。
　セブン－イレブンの東京都千代田区の店舗では、
新たに設けられた「登録販売者」の資格を取得した
社員が顧客に対応、医薬品の２４時間販売を始めた。
消費者の反響を見て他店舗への拡大を検討する。
　大手スーパーのイオンは同日から、一般メーカー
品より２－４割安い大衆薬の新商品を、グループの
ドラッグストアなど１０社で販売。ドラッグストア大
手も登録販売者を店舗に投入して営業時間を延長、
スーパーなどを迎え撃つ構えだ。【共同】

地域社会との交流課題に／０９年高齢社会白書
　政府は５月２９日の閣議で、２００９年版高齢社会白書
を了承した。活動的な高齢者の増加が期待される一
方、地縁・血縁に代わる人間関係を形成できないま
ま孤立した高齢者の増加も見込まれるとし、高齢者
が地域社会とのつながりを持てる環境の整備を進め
る必要性を指摘している。
　白書では、内閣府が０８年に実施した調査で、近所
の人と「親しくつきあっている」とした高齢者の減
少傾向が近年続いており、近所同士の結びつきが弱
まっていると指摘した。高齢者のいる世帯数に占め
る高齢者単独世帯の割合は０７年で２２.５％を占め、今
後高齢者の独居世帯の割合は加速度的に上昇するこ
とが考えられるとした。
　一方、高齢者の勤労意欲や地域活動への参加意欲
の高まりを示す統計も盛り込み、高齢者が孤立に陥
らないコミュニティーづくりや地域の実情に応じた
見守りシステムなどの地域での取り組みを促進する
必要性を指摘した。
　このほか、「自分は健康だ」と考える高齢者の割合
が諸外国と比べて高い半面、高齢者の医療サービス
利用頻度は諸外国と比べ多い現状や、７５歳以上人口
に占める要支援・要介護認定を受ける人の割合が６５
－７４歳人口に占める割合と比べて大幅に高まってい
ることにも言及している。（6/１MEDIFAXより）

消費税率１０％でもＰＢ黒字化目標は微妙／内
閣府が試算
　内閣府は６月９日の経済財政諮問会議に、基礎的
財政収支（プライマリーバランス、ＰＢ）の黒字化
などの道筋を示した「経済財政の中長期試算」を提
示した。それによると「世界経済が順調に回復する」
との前提で、２０１１年度からの５年間、段階的に消費
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税率を引き上げ１０％にした場合、ＰＢ黒字化が２１年
度にまでずれ込むことを明らかにした。「基本方針０９
（骨太の方針０９）」の素案では、ＰＢ黒字化について
「今後１０年以内に黒字化の確実な達成を目指す」とし
ているが、消費税率を現行より５％分引き上げ１０％
としても、到達できるかどうかは微妙な情勢である
ことが分かった。
　政府は１月に「経済財政の中長期方針と１０年展望」
を閣議決定した。内閣府は、その参考資料として、
世界経済の回復状況や消費増税の幅など複数の条件
下で、それぞれどの時期にＰＢが黒字化するかとの
試算も盛り込んだ。同日の試算は、０９年度の経済見
通しや補正予算など、足下の経済財政動向を踏まえ
て再計算した。（6/１０MEDIFAXより）

ナースプラクティショナー導入を議論／規制
改革会議
　政府の規制改革会議は６月５日、経済財政諮問会
議の議論を受けて検討を進める項目を整理した。人
材育成分野では、ナースプラクティショナーなど専
門性の高い新しい職種の導入に向けた議論を進め
る。
　医療関係の人材育成改革は、医療クラークの普及
促進や介護・保育分野での職業能力評価制度の導入
も検討課題として挙げた。
　また、遠隔医療や医薬品のネット販売でＩＴの利
用を阻害している規制の見直しを検討するほか、ラ
イフサイエンスなど先端産業分野での規制・制度改
革を進める方針を示した。
　最終答申に向けた論点整理などは７月中旬をめど
に取りまとめ、同月下旬には公表する予定だ。
（6/８MEDIFAXより）

安心社会の財源「堂々と議論」／実現会議が
報告書素案
　政府の「安心社会実現会議」は５月２８日、起草委
員がまとめた報告書素案を基に取りまとめに向けた
議論に入った。素案では、安心社会実現のために全
生涯・全世代を通じた「切れ目ない生活安全保障」
が不可欠とし、①雇用②出産・次世代育成③教育④
医療とコミュニティー⑤老後と介護―の５領域の連
携の必要性を盛り込んだ。負担については「政策に
かかる費用とそのための財源を明示し、堂々と議論
をしていくべきだ」とした。
　医療に関しては、救命救急センターへの医師・看

護師の早急な確保や、２次医療圏で病院の共同運営
体制（コンソーシアム）を組織しながら医療機関の
機能分担と集約を進めるべきだとした。さらに、レ
セプトのオンライン請求への段階的な切り替えや、
データに基づいた医療の推進など「医療ＩＴ化」へ
の対応を進めることも盛り込んだ。介護に関しては、
介護保険と年金制度のさらなる改革とともに、高齢
者の「住まい」の確保とも結び付けて老後の安心を
高めていく必要があるとした。
（5/２９MEDIFAXより）

医療行為の特許化「適当でない」／内閣官房
検討委が報告書
　内閣官房知的財産戦略推進事務局が設置した「先
端医療特許検討委員会」は５月２９日、報告書をまと
めた。焦点の１つになっていた手術、治療、診断方
法などの発明の特許保護については「現時点では適
当でない」と結論付けた。
　報告書では、手術などの医療行為を含めた「人体
に対する機械・器具の使用方法の発明」に関して①
医師の研究活動の中で開発されることが多く、特許
対象としても産業界に対するインセンティブが期待
できない②技術の公開が遅れる③医師の行為を特許
権の効力の対象外としつつ、（機械・器具を製造する）
企業に対して間接侵害を問うこととする場合、間接
侵害をめぐる紛争が多くなることへの懸念がある―
などの理由を挙げ、特許保護の妥当性を否定した。
　ただ、現行では特許対象となっていない「用法・
用量の刷新により専門家の予測を超える効果を示す
医薬の発明」や、ＭＲＩやＣＴによる画像撮影の仕
組みなど手術、治療、診断工程を含まない「最終的
な診断を補助するための人体のデータの収集方法」
については、新たに特許対象とすべきだとした。
（6/１MEDIFAXより）

厚労省分割「こだわらず」／麻生首相、反発
受け後退
　麻生太郎首相は５月２８日夕、自らが検討を指示し
た厚生労働省の分割・再編について、首相官邸で記
者団に「こだわっていない」と述べ、当面は具体案
に踏み込まない考えを明らかにした。自民党内や関
係閣僚から、唐突な指示への反発や戸惑いが出てい
ることを考慮したとみられる。
　首相は１５日の安心社会実現会議などで、厚労省を
年金や医療などを所管する「社会保障省」と、雇用
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や少子化対策などを担う「国民生活省」に分割する
案に言及。幼稚園を所管する文部科学省と、保育所
を所管する厚労省の業務を一元化する「幼保一元化」
の是非の検討と併せ、具体案をまとめるよう与謝野
馨経済財政相に指示した。これを受け、週内の素案
取りまとめを目指し、関係閣僚が調整していた。
　しかし、首相は２８日、分割案について「最初から
こだわっていない」と明言。「国民の安心、安全を考
えたとき、少子化の問題を含め、今の厚労省、いろ
いろ問題があるが、精査したらどうだ（という趣旨
だ）」として、結論を急がない意向を示した。
　さらに、首相は「（安心社会実現会議メンバーの）渡
辺（恒雄・読売新聞グループ本社会長）さんが最初
に言われた。それを基にスタートした」と説明。幼
保一元化についても「（自らが指示したというのは）
違う」と語った。（5/２９MEDIFAXより）

厚労省分割「私の勇み足」／与謝野経財相
　与謝野馨経済財政担当相は５月２９日、経済財政諮
問会議終了後の記者会見で、麻生太郎首相が「厚生
労働省分割にこだわらない」と従来の発言を後退さ
せたことについて、「若干、前回の私の記者会見の言
葉が正確性に欠けていた」と弁明。麻生首相の発言
の「ブレ」ではなく、自身の「勇み足」だとかばっ
た。（6/１MEDIFAXより）

２２００億円「撤廃で最後まで戦う」／舛添厚労相
　舛添要一厚生労働相は６月９日の参院厚生労働委
員会で、社会保障費を毎年２２００億円削減する方針に
ついて「国民の感覚からみても、介護や医療、年金
の苦しい状況からみても、国民の幸せにマイナスだ
と思っている」と述べた上で、「（２２００億円は）撤廃
すべきという方向で最後まで戦う姿勢を示したい」
と強調した。下田敦子氏（民主）の質問に答えた。
　舛添厚労相は、社会保障費の削減方針は「限界に
きている」との認識をあらためて示した上で、「（２２００
億円削減の）つじつまを合わせるために汗水をかく
ぐらいなら、社会保障制度を充実するために厚生労
働省全員が汗水をかくべき」と述べ、会計上の数字
合わせに苦労するのではなく、社会保障の機能強化
のために尽力するのが厚労省の本来の姿だと訴え
た。（6/１０MEDIFAXより）

臓器移植法改正Ｄ案を提出／自民・民主の有
志「子どもに移植の道を」
　自民、民主両党の有志議員らは５月１５日、臓器の
移植に関する法律の一部を改正する法律案（いわゆ
るＤ案）を国会に提出した。同日、自民党の根本匠
政調副会長や民主党の藤村修衆院議員らが都内で記
者会見した。筆頭提出者の根本氏は、Ｄ案について
「現行の法的な枠組みを維持しながら、１５歳未満の子
どもに臓器移植の道を開く」と指摘。「臓器移植が進
むために最大公約数的な案を考えた」と説明した。
Ｄ案の提出者は、根本氏のほか６人。現時点での賛
成者は、自民１３人、民主１１人、公明２人の計２６人と
いう。
　臓器移植法改正案は、すでに３案が国会に提出さ
れている。世界保健機関（ＷＨＯ）が海外に渡航し
ての移植を制限する考えを示したことから、国内で
子どもの臓器移植を可能にするよう法律の改正を求
める声が強まっている。今国会での改正法案成立に
向けて、自民・民主の議員らが折衷案としてＤ案を
提出した。（5/１８MEDIFAXより）

超党派の医師議連が設立総会／専門家の視点
で問題解決
　「正しい医療を実現する医師議員連盟」は５月１３
日、設立総会を開いた。医師の視点から移植医療や
尊厳死、再生医療の研究の規制見直し、新型インフ
ルエンザ対策などを議論していく。会員は衆参の自
民、公明、民主、国民新の１７人。
　議連役員は次の通り。

▽会長＝中山太郎（自民）▽副会長＝坂口力
（公明）、自見庄三郎（国民新）▽幹事　鴨下一
郎（自民）、福島豊（公明）▽世話人＝西島英利
（自民）、渡辺孝男（公明）、梅村聡（民主）、森
田高（国民新）▽事務局長＝櫻井充（民主）

（5/１４MEDIFAXより）

「骨太０６を踏まえ」は削除を／自民・政調全体
会議
　自民党は６月１０日、政調全体会議を開き、経済財
政諮問会議が提示した「基本方針２００９（骨太の方針
０９）」の素案について議論した。自民党の会議では、社
会保障費２２００億円削減撤回を求める声が相次ぎ、「次
期総選挙に勝てない」との意見も上がった。
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　このほか、後期高齢者医療制度の見直しや医師不
足対策の言及がないことに対し「何らかの記述をす
べき」との声が上がった。西島英利氏からは、素案
の別紙で「診療報酬の配分見直しを行う」と記述さ
れていることに、「配分は中医協で決める話。どうし
てこう書かれるのか理解できない」と見直しを求め
た。さらに「医師不足は偏在だけでは解決しない問
題。定員増も入れてもらいたい」とも要望した。
　この日は公明党の政調全体会議でも、多くの出席
議員が２２００億円の社会保障費削減方針の撤廃を要求
した。内閣府が提示した財政再建に向けた試算に関
しては、消費増税の上げ幅によって財政健全化の見
通しが示されていることに対し、「社会保障のための
消費増税ではないのか。消費税は社会保障に充てら
れるべき」との声が上がった。
（6/１１MEDIFAXより）

医療基本法策定へ、ＷＴを設置／公明・医療
制度委
　公明党の医療制度委員会は６月２日、患者の権利
や義務などを定める「医療基本法」の策定に向けた
ワーキングチーム（ＷＴ）の設置を了承した。ＷＴ
の座長には、同委員会の福島豊委員長が就任した。
　福島委員長は同日の委員会終了後、現在の医療に
関する法体系の問題点について「医療提供サイドと
患者の関係や、エビデンスに基づいた医療の提供、
地方自治体の責務が必ずしも明確ではない」と指摘。
「現行の法体系では足りないものがある」と述べた上
で「（医療基本法では）現行法で足りない理念的なも
のをつくっていく」と説明した。
（6/３MEDIFAXより）

鳩山氏を新代表に選出／民主党代表選挙
　小沢一郎代表の辞任に伴う民主党の代表選挙が５
月１６日、都内のホテルで行われ、鳩山由紀夫幹事長
が新代表に選出された。衆参両院議員による投票で
総投票数２２０票（有効投票２１９票、無効投票１票）中、
鳩山氏が１２４票を獲得、岡田克也副代表は９５票にとど
まった。
　鳩山新代表は５月１６日の代表選挙演説で「医療費
をそれなりに伸ばすことはやはり必要だと思う」と
述べ、政府の社会保障費抑制政策は間違いだと指摘
した。公約では医療費をＯＥＣＤ諸国平均に引き上
げることを目指すとしている。
（5/１８MEDIFAXより）

ＮＣ厚労相ら、党役員ほぼ再任／民主・鳩山
新体制の役員人事
　民主党の両院議員総会は５月１９日開かれ、藤村修・
次の内閣（ＮＣ）厚生労働相らほとんどの党役員を
再任する人事案を了承した。ＮＣ厚労副大臣は山井
和則衆院議員と中村哲治参院議員が引き続き務め
る。
　また、岡田克也前副代表は幹事長、小沢一郎前代
表は選挙担当の代表代行にそれぞれ就任した。
（5/２０MEDIFAXより）

後発品促進へ医療機関に「指導」も／厚労省
　厚生労働省は５月２０日の中医協総会で、医療機関
や薬局に対し後発医薬品使用促進に関する療養担当
規則を順守させる取り組みを新たに開始する方針を
示した。２００８年度診療報酬改定の影響調査で、使用
に消極的な医療機関や薬局が一部あることが明らか
になったためで、地方厚生局が行う「適時調査」や「集
団指導」などの場を活用し、療担の順守状況の確認
や周知徹底を行い、必要に応じて指導もする。近く
地方厚生局に通知する。
　０８年度診療報酬改定では、処方せん様式の再変更
などの新たな施策を導入するとともに、医療機関や
薬局の療担に後発品使用促進に関する規定を盛り込
んだ。しかし、０８年度改定影響調査では、変更可能
な処方せんは６５.６％を占めたものの、薬局で実際に
変更された割合は６.１％にとどまった。また、処方せ
んの９割以上を「変更不可」とした医師の割合は、
診療所で３８.８％、病院では３１.４％を占めた。厚労省は
「一部に後発品を使用しないという強い意思表示を
している医療機関・保険医や、後発品に関する患者
への説明や調剤に積極的ではない薬局が見受けられ
る」として今回の取り組みを開始する。
　具体的には▽原則として全医療機関・薬局に個別
に出向き、診療報酬の施設基準の届け出などを確認
する「適時調査」▽診療報酬改定時などに医療機関
や薬局を集めて講習会形式で改定内容などを説明す
る「集団指導」▽診療報酬請求点数が大きい医療機
関や薬局を選定し、講習会や個別面談で確認や指導
を行う「集団的個別指導」―の場を活用。医科・歯
科に対しては、外来・入院患者への後発品使用状況、
薬局に対しては患者への説明や調剤の状況を確認
し、療担の周知徹底を図る。「後発品を絶対に使用し
ない」などの「極端なケース」があれば指導する。
改善が認められない場合の対応は未定。
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（5/２２MEDIFAXより）

中医協、入院料の議論開始／「財源検証を」
と日医、支払い側「時期尚早」
　中医協・診療報酬基本問題小委員会は６月１０日、
次期診療報酬改定に向け、基本診療料のうち入院料
等に関する議論に入った。厚生労働省は、中医協・
診療報酬改定結果検証部会がまとめた２００８年度改定
の検証報告を基に「入院時医学管理加算」「医師事務
作業補助体制加算」「ハイリスク分娩管理加算」の３
加算について、０８年度改定時の目的と合致している
かどうかや、施設基準など要件の妥当性について意
見を求めた。ただ委員からは、個別の診療報酬項目
の議論ではなく入院料全体の議論を進めるべきとの
意見が相次いだほか、検証部会の報告のみではなく
財源も含めた議論を進めるよう求める意見も上がっ
た。（6/１１MEDIFAXより）

入院時医学管理加算、倍増１７０病院／厚労省、
中医協で報告
　厚生労働省は６月１０日の中医協・診療報酬基本問
題小委員会で、「入院時医学管理加算」の届け出が
２００９年６月１日現在で１７０病院余りに達していると
の調査結果を報告した。０８年７月１日時点と比べて
ほぼ倍増していた。
　同加算など０８年度診療報酬改定時に勤務医負担軽
減を主な目的に新設、あるいは要件の改正などをし
た３加算の今後の在り方についての議論の参考とす
るため、地方厚生局を通じて直近の届け出状況を把
握したもので「確定的な数値ではない」としている。
　同加算は０８年度改定時に従来の要件を廃止し、地
域の中核病院として十分な人員・設備を整えている
ことや、総合的かつ専門的な急性期医療をいつでも
提供できる入院機能、勤務医の負担軽減などに関す
る計画を策定していることなどを新たな算定要件と
した。厚労省は当初１５０－１８０病院の届け出を想定し
ていたが、０８年７月１日時点の届け出は８８病院にと
どまり、中医協・診療報酬改定結果検証部会でも届
け出数が少ないことが指摘されていた。
　報告を受けて、遠藤久夫委員長（学習院大教授）
は「要件が厳しすぎるという議論は少し変わってく
るかもしれない」と述べた。
　ほかの加算算定の０９年６月現在の届け出状況は
「医師事務作業補助体制加算」が１０００病院余りで０８年
７月時点より２７０病院余り増加。「ハイリスク分娩管

理加算」が６３０病院余りで同１０施設余り増加だった。
西澤寛俊委員（全日本病院協会長）は「医師事務作
業補助体制加算」について「まだ少ない。一般病床
の病院すべてが取れるよう、要件の緩和が必要。経
営の厳しい病院では新たに雇う場合に人件費が重い
負担となる。点数の面でも考慮が必要」と述べた。
（6/１１MEDIFAXより）

外来管理加算の試算「結果的に若人から」／
中医協小委で佐藤医療課長
　厚生労働省保険局医療課の佐藤敏信課長は６月３
日の中医協・診療報酬基本問題小委員会で、２００８年
度診療報酬改定時の外来管理加算見直しによる影響
額として厚労省が示していた２４０億円の根拠となる
考え方を述べた。佐藤課長は「５分ルール」の設定
などによって捻出される額のうち、ほかの診療報酬
項目の新設など増額の影響も踏まえ、病院の支援に
回せる額の試算は「結果的には若人分（７５歳未満）
の額」と説明した。
　その上で「５分ルール」の設定などは高齢者と若
人に等しく適用されるため実際は「影響額は全年齢
に及ぶ」とした。金額面での影響が当初の想定内か
どうかについては「現段階では分からない。社会医
療診療行為別調査の結果を待たないといけないと思
っている」と述べた。
　また、当時の厚労省側の説明については「総括的
であったという指摘はその通り。そのため今回、時
間を取って考え方を説明した」と述べた。
　これを受けて、藤原淳委員（日本医師会常任理事）
は「一定の理解はした。問題がすべて整理できたわ
けではないが、社会医療診療行為別調査の結果など
を踏まえて検討してほしい」とした。
（6/４MEDIFAXより）

大学病院の後発品採用割合を個別開示へ／中
医協小委
　中医協・診療報酬基本問題小委員会は５月２０日に
開かれ、DPC対象病院のうち、大学病院を中心とし
た特定機能病院の後発医薬品の採用割合が低いこと
があらためて議論に上った。採用しない理由を探る
べきだと主張する委員の求めに対し、厚生労働省は
個別病院別のデータを提出する方針を示した。
　厚労省がまとめたDPC対象病院の後発品の使用
状況（２００８年度、金額シェア）によると、大学病院
を中心とした０３年度対象病院は５.６％で、民間病院な
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ども加入している０４年（１０.６％）、０６年（１０.６％）、０８
年（９.１％）の各年度の対象病院に比べて、低い割合
にとどまっている。（5/２２MEDIFAXより）

定点比較では「重度化」進む／慢性期評価、
次期改定へ議論本格化
　厚生労働省は６月１１日の中医協・慢性期入院医療
の包括評価調査分科会で、２００８年度実施した慢性期
入院医療の実態調査のうち、施設特性と患者特性に
関する調査結果を報告し、次期診療報酬改定に向け
た慢性期医療の評価の在り方に関する本格的な議論
に入った。病院の患者特性に関する調査では医療区
分ごとの患者割合に大きな変化は見られなかったも
のの、０６年度と０８年度のいずれも回答した病院に限
ると、区分１の割合が減少し区分３の割合が増加す
る「重度化」の傾向が見られた。厚労省は次回分科
会でコスト調査やレセプト調査の結果も示す方針
で、８月上旬には次期改定での慢性期医療の考え方
をまとめたい意向だ。
　施設特性調査は１３６病院、９７診療所、患者特性調査
は１３６病院、９６診療所から回答があった。病院の患者
特性調査で、医療区分別の患者７８２９人分の割合は「区
分１」が３１.３％（前回比０.９ポイント減）、「区分２」
が４８.９％（同０.２ポイント増）、「区分３」が１９.８％（同
０.８ポイント増）と前回とほぼ同様の構成だった。た
だ前回と今回の両方に回答した「共通施設」（２４病院）
の１９２９人分に限ると、「区分１」が２５.５％で前回より
４.８ポイント下がった一方、「区分３」は２４.７％で前回
より３.８ポイント上がった。
　診療所に関しては「区分１」が４４.２％、「区分２」
が４９.２％、「区分３」が６.６％。０６年度有床診療所患者
分類分布調査の結果と比較すると、「区分１」が減り
「区分２・３」が増える傾向が見られた。
　この日は、０８年度改定時に課題に上がった「質の
評価」に関する指標（ＱＩ）の前回との比較も示さ
れた。「身体抑制」などでは改善が見られた一方、
「尿路感染」「留置カテーテル」などの項目では前回
より悪化していた。ただ、「共通病院」のみの比較の
ため、委員からは「客対数が少ない」との指摘もあ
った。（6/１２MEDIFAXより）

「捜査機関への通知基準」で報告書公表／厚労
省研究班
　厚生労働省が検討を進めている「医療安全調査委
員会（仮称）」に関連して、厚生労働省研究班は５月

１２日付で、調査委から捜査機関への届け出の通知基
準などをまとめた報告書を公表した。大綱案で通知
対象としている「標準的な医療から著しく逸脱した
医療」の判断基準を「故意に近い悪質な医療行為に
起因する死亡、または死産の疑いがある場合」とし
たほか、事例受け付けから調査開始までの手順マニ
ュアルなどを作成した。報告書は研究班ホームペー
ジ［http://kenkyu.umin.jp/］で見ることができる。
　報告書は、厚労科学研究「診療行為に関連した死
亡の調査分析に従事する者の育成及び資質向上のた
めの手法に関する研究」がまとめた。
（5/１８MEDIFAXより）

小児救急担う医療機関、各県１カ所以上／厚
労省検討会が中間まとめ
　厚生労働省の「重篤な小児患者に対する救急医療
体制の検討会」は５月２９日、中間取りまとめ案を大
筋で了承した。超急性期の小児患者は基本的に全て
の救命救急センターや中核病院で受け入れるとし、
その中から特に体制の整った病院を、小児の救命救
急医療を担う医療機関として整備することが必要と
明記。都道府県か３次医療圏に１カ所以上の設置を
求めた。今後の方向性として、こうした医療機関や
小児集中治療室に対する財政的な支援の必要性につ
いても指摘した。（6/１MEDIFAXより）

地域医療再生計画、作成指針を通知／厚労省、
交付額は順次決定
　２００９年度補正予算の成立を受け、厚生労働省は都
道府県が２次医療圏を基本に策定する「地域医療再
生計画」の作成指針をまとめ、６月５日付で医政局
長通知を発出した。計画期間は０９年度－１３年度末ま
での５年間で、対象事業は限定せず、地域の実情に
応じて医療課題を解決するために必要な事業を盛り
込むよう求めた。
　都道府県は１０月１６日までに医政局指導課に計画を
提出。厚労省は有識者による協議会を設置し、提出
された計画を順次審議し交付する。１１月下旬には交
付額を全額決定する予定。都道府県は「地域医療再
生基金」を設置し、計画期間内に基金を取り崩して
事業を実施することになる。（6/１１MEDIFAXより）

医師臨床研修制度の見直しを通知／厚労省、
必修科目見直しなど柱
　厚生労働省医政局医事課医師臨床研修推進室は５
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月１１日、医師臨床研修制度の施行通知を一部改正し
都道府県に通知した。研修医の地域偏在解消に向け
て都道府県別の募集定員の上限を設けるほか、必修
科目の見直しや臨床研修病院の指定基準の強化を図
る。新制度は２０１０年度に研修を開始する研修医から
適用し、臨床研修病院は０９年６月末までにプログラ
ム変更を届け出る必要がある。
　今回の見直しは①内科・救急部門・地域医療を
「必修科目」とし、外科・麻酔科・小児科・産婦人
科・精神科を「選択必修科目」とするなど研修プロ
グラムの見直し②基幹型臨床研修病院（従来の管理
型・単独型）の指定基準の強化③都道府県別の募集
定員の上限設定―が柱。
　新制度への移行に当たっては、現場への影響度を
踏まえた激変緩和措置を実施。各病院での募集定員
が極端に減少することがないよう、１０年度の募集定
員については０９年度の各病院のマッチング数を最低
限確保できるようにするほか、募集定員が２０人以上
の臨床研修病院に対し小児科と産科の研修プログラ
ム（各科２人以上）を義務付けたことに関しても、
当面の間、小児科か産科のいずれかの研修プログラ
ムを設けることで可能とする。新制度は施行後５年
以内に必要な見直しなどの措置を講ずる予定だ。
（5/１２MEDIFAXより）

病院の耐震化事業、基準額を大幅拡充／厚労
省が交付要綱
　厚生労働省は６月５日付で、２００９年度補正予算に
盛り込んだ「災害拠点病院等の耐震化整備事業」の
交付要綱を都道府県に発出した。未耐震の災害拠点
病院と救命救急センター、２次救急医療機関の耐震
補強工事などの費用を助成する。都道府県は医療機
関からの要望調査などを踏まえて耐震化整備の事業
計画をまとめ、８月２８日までに厚労省に提出。厚労
省は９月中にも交付決定を行う見通しだ。
　０９年度補正予算では「災害拠点病院等の耐震化整
備事業」に約１２２２億円を計上。基準額は災害拠点病
院と救命救急センターの場合約２３.８億円とするな
ど、従来の医療提供体制施設整備交付金の病院耐震
化事業（約７５００万円）と比べて大幅に増額。病院の
耐震化の一層の促進を図る考えだ。
（6/１２MEDIFAXより）

女性特有のがんに検診無料クーポン／厚労
省、認知度向上へ配布
　伸び悩むがん検診受診率の向上のため、厚生労働
省は２００９年度、女性特有のがんである子宮頸がんと
乳がんについて、検診を無料で受けられるクーポン
券を全国の対象年齢の女性に配布する。
　対象は、子宮頸がんが２０、２５、３０、３５、４０歳で、
乳がんが４０、４５、５０、５５、６０歳（いずれも０９年４月
１日現在の満年齢）。対象は約７６０万人を見込んでお
り、０９年度補正予算には２１６億円を計上。国の指針に
基づいて行われる検診の費用や制度実施の事務経費
を含め、全額を国庫で補助する。
　厚労省によると、０７年度の検診受診率は、子宮頸
がんが２１.３％、乳がんが２０.３％にとどまる。厚労省は、
検診の内容が知られていないことが受診率低迷の原
因と見ており、厚労省はクーポン券と併せて、子宮
頸がんや乳がんの基本的な知識や検診の内容・重要
性をまとめた「検診手帳」も配布する。
（6/１MEDIFAXより）

後期高齢者医療の円滑化で提言へ／広域連合
の全国組織発足
　後期高齢者医療制度の円滑な運営・進展のための
制度運営主体となる都道府県広域連合で組織する
「全国後期高齢者医療広域連合協議会」が６月３日、
発足した。同日開いた広域連合長会議では、会長に
横尾俊彦佐賀県広域連合長（多久市長）を選出。横
尾会長は「全国それぞれの広域連合が抱えている運
営上の課題について意見を集約し、国に提案をして
いくことが大切」と述べた。
　同日は、定期的に開催する広域連合長会議や幹事
会、事務局長会議を通じて連絡調整を図ることや、
必要な制度改善を国に提案するなどの２００９年度事業
計画を決めた。
　会合に出席した議員からは、後期高齢者医療制度
の見直しなどをめぐる混乱に関連し、「政権奪取の動
きが絡んで国民を混乱させている」など、国会での
議論や厚労省の姿勢に対する不満の声も上がった。
（6/４MEDIFAXより）

元市長の野平氏返り咲き／病院休止の千葉・
銚子
　千葉県銚子市立総合病院の休止問題で、岡野俊昭
前市長のリコール成立に伴う出直し市長選は５月１７
日投票、即日開票の結果、民間に委託する公設民営
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を主張する無所属の元市長野平匡邦氏が、岡野氏、
市民団体代表茂木薫氏ら無所属５人を破り、２回目
の当選を果たした。
　投票率は５８.８７％で前回（２００６年７月）を１.７４ポイ
ント上回った。休止した病院をどう再開するかが最
大の争点だった。今後は委託先の選定や医師確保が
課題となる。【共同】（5/１９MEDIFAXより）

４００床未満病院にオンライン準備の状況調査
／支払基金が毎月実施
　社会保険診療報酬支払基金は５月２０日、オンライ
ン請求義務化の猶予対象となる４００床未満の病院や
薬局に対し、オンライン請求の準備状況などに関す
る実態調査を毎月実施すると発表した。８日付の厚
生労働省保険局長通知を受け、オンライン請求の実
施に向けた勧奨を行うのが目的で、対象となる医療
機関などに毎月「状況届」の提出を求める。支払基
金は５月分の調査結果を近々まとめる予定だ。
　８日付の保険局長通知では、オンライン請求の猶
予措置の対象となった医療機関などに対し、オンラ
イン請求化の準備状況や対応できなかった理由を、
５月請求分の診療報酬請求後にすみやかに書面で提
出するよう求めた。以後、毎月提出することとし、
猶予期限までにオンライン請求に移行できるよう勧
奨・指導する方針だ。
　支払基金によると、レセプトコンピューターを導
入している４００床未満病院で５月にオンライン請求
を行わなかったのは２２５６病院で、うち電子媒体で請
求しているのは４５９病院、紙での請求は１７９７病院だっ
た。レセコンを導入している薬局で５月にオンライ
ン請求を行わなかったのは５０２７薬局。これらの病院・
薬局が５月分の「状況届」の提出対象となった。支
払基金は、紙で請求している病院についても、厚労
省が開発・提供している「レセスタ」に実質的に対
応できる病院はオンライン請求の勧奨対象となると
している。（5/２２MEDIFAXより）

日医、１０年度予算編成へアピール／窓口負担
下げなど緊急提言発表
　日本医師会の中川俊男常任理事は５月２０日の定例
会見で「医療崩壊から脱出するための緊急提言」を
発表した。①一部負担割合の引き下げと保険料改革
②診療報酬の大幅な引き上げ―を求めるもので、５
月１８日の財政制度等審議会のヒアリングで日医が示
した提言とほぼ重なる。中川常任理事は、今回の緊

急提言を「６月に見込まれる財政制度等審議会の建
議、経済財政改革の基本方針２００９（骨太の方針０９）、今
夏の１０年度予算概算要求シーリング、最終的には年
末の１０年度予算編成に向けた日医のアピール」と位
置付けた。（5/２１MEDIFAXより）

社会保障カードに「反対」
　政府が２０１１年度の導入を目指している社会保障カ
ードについて、上智大の田島泰彦教授ら２８人が「政
府は個人情報を一元的に管理する『国民総背番号制』
の構築を狙っている」と反対の声明を発表した。
　声明文は「プライバシーの権利を侵害する憲法違
反のシステムだ。『便利さ』の名のもとに個人情報が
一元的に管理され、監視される世界を受忍できない」
としている。
　社会保障カードは、年金手帳や健康保険証、介護
保険証の機能を合わせたＩＣカードで、サービス利
用手続きの効率化などが見込めるとされる。２８人は
住民基本台帳ネットワークに反対する運動に取り組
んでいる弁護士や大学教授ら。
【共同】（6/３MEDIFAXより）

医療改革でＧＤＰ８％増／米経済諮問委が報
告書
　米大統領経済諮問委員会（ＣＥＡ）は６月２日、
オバマ政権が実現を目指す医療保険改革の経済効果
に関する報告書を発表した。増大する医療保険関連
費用を毎年１.５％抑えることによって、２０２０年に約
２％、３０年には約８％の国内総生産（ＧＤＰ）の引
き上げが可能になるとしている。
　米国の医療コストは年々増大し、今のペースが続
けば、現在のＧＤＰ比１８％から４０年に３４％まで膨ら
む見込み。全国民に「手ごろで良質な医療保険」を
提供すると公約するオバマ大統領は、今後１０年間に
２兆ドル（約１９２兆円）規模の節減計画を既に打ち出
している。ＣＥＡは、計画通りに医療保険関連費用
を抑制した場合、可処分所得に余裕が生まれ「生産
余力を生みだし、生活水準の向上に直結する」と指
摘。４人世帯の家族の収入は２０年に２６００ドル、３０年
には１万ドル以上増加し、ＧＤＰの増加につながる
との見方を示した。また、財政赤字抑制や雇用悪化
の歯止めも期待できるとし、経済の底上げのために
も改革が避けて通れないと結論付けた。
【ワシントン６月２日共同】（6/４MEDIFAXより）

京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６9７号

第１２０号１４



 

公費引き上げ、与野党一致／介護政策討論会
　与野党６党の国会議員による介護政策討論会が５
月１３日、都内で開かれた。年々増える介護保険料の
負担を回避する方法として、各党とも共通して介護
給付費に占める公費割合を現行の５０％から引き上げ
るよう求めた。
　自民党の田村憲久介護委員長は「５０％を超えてで
も公費を引き上げる方法がある」と述べ、公費負担
の引き上げも選択肢の１つだとした。公明党の福島
豊衆院議員も「公費の拡大をしていかざるを得ない」
とした。
　民主党の山井和則衆院議員は「現在１対１となっ
ている保険料と公費の割合を崩すしかない」と述べ、
公費負担の引き上げを次期総選挙のマニフェストに
入れると約束した。
　共産党の小池晃参院議員は「公費負担のうち現在
２２.８％の国庫負担を５０％に引き上げる。また、所得
の低い人は１割負担を無料にする。保険料について
も減免制度を大幅拡大し、定率制の保険料にして負
担能力に応じて支払う仕組みにしたい」と述べた。
　社民党の阿部知子衆院議員は「自己負担を１割か
ら半分にして公費負担を増やす」と提案。国民新党
の森田高参院議員は「公費を増やすことはポジティ
ブに考えるべきだ。１割自己負担も５％にしてもい
い」と述べ、公費負担増に加え自己負担の軽減も検
討すべきとした。（5/１４MEDIFAXより）

介護現場の医療行為、法規制含めて検討／政
府答弁書
　政府は６月２日の閣議で、介護職員が医療処置を
行うことについて「医師法、保健師助産師看護師法
の規制の在り方も含めて検討を行う必要がある」と
する答弁書を決定した。水戸将史氏（民主）の質問
に答えた。
　水戸氏は、介護職員が養成課程で専門的な知識や
経験を習得し、特定の医療処置を行えるようにすべ
きと提案。これに対し答弁書は「介護現場で医療の
必要性が高まっている」との認識を示し、当面、２
月に立ち上げた「特別養護老人ホームにおける看護

職員と介護職員の連携によるケアの在り方に関する
検討会」で検討を進めるとした。
（6/３MEDIFAXより）

介護給付費「公費引き上げ難しい」／与謝野
財務相
　与謝野馨財務相は５月２６日の参院予算委員会で、
介護給付費に占める公費負担割合の見直しについて
「これ以上の公費負担割合の引き上げはなかなか難
しい」との認識を示した。下田敦子氏（民主）の質
問に対する答弁。
　与謝野財務相は「公費負担割合は既に５０％で、厳
しい財政状況の下、現在の給付に必要な公費負担も
公債に依存している」と説明。その上で「介護保険
制度は共助のシステムである社会保険方式で、他の
制度と同様、主たる財源は保険料とすべき。これ以
上、公費負担割合の引き上げはなかなか難しい」と
した。さらに、「持続可能な安定的な制度の構築に向
け、将来世代に負担を先送りしないように、いかに
給付と負担のバランスを確保するかが一番重要な点
だ」とも述べた。
　また、舛添要一厚生労働相は、補正予算に盛り込
んだ３年間の介護従事者処遇改善策の継続可能性を
問われ、「３年後は、介護保険制度全体の見直しを含
めて検討したい」と述べるにとどめた。
（5/２７MEDIFAXより）

介護療養の廃止「撤回すべき」の声も／自民
介護委
　自民党の介護委員会は５月２８日、療養病床につい
て医療現場関係者からヒアリングした。医療現場か
らは異口同音に「介護療養病床の中で、良いサービ
スを提供している所は残すべき」「急性期から慢性期
の流れの中で、きちんとした役割を担えるよう、全
体を見直してほしい」などの要望が相次いだ。
　意見聴取の終了後の議論では、議員からは「後期
高齢者医療制度のように、もう１回改めるべき」「元
に戻せ」「法案を撤回しろ」などの怒号が飛び交った。
　田村憲久委員長は会議終了後、記者団に対し「法
案撤回の可能性がないわけではないが、よほどの問
題がすべて露呈しない限り、いきなりそうはならな
い」と述べた。その上で「今やっている転換型で十
分ではないという話になれば、何らかの強化、何ら
かの手当てをする話になるだろう。行くところがな
いということにならないよう、きちんと対応する」
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と約束した。
　さらに「介護療養病床の中にも手厚い医療が必要
な方々はいる。こうした人が必要なサービスを受け
られない形を避けるために、これから詰めたい」と
強調。次期総選挙のマニフェストにも療養病床につ
いての方針を整理した上で、明示する考えを示した。
（5/２９MEDIFAXより）

介護職の口腔内吸引・経管栄養でモデル事業
／厚労省・特養検討会
　厚生労働省は、介護職員が口腔内吸引と経管栄養
を実施するモデル事業を行う方針を決め、６月１０日
の「特別養護老人ホームにおける看護職員と介護職
員の連携によるケアの在り方に関する検討会」に提
示した。介護職員による医行為の「解禁」を視野に、
ガイドラインづくりと施設内研修の在り方を検討す
る。厚労省はモデル事業を年内に行い、２０１０年度に
は特養全体での実施を目指す考えだ。
　厚労省が示した「たたき台」によると、モデル事
業は①看護職員と介護職員が連携してケアを行う場
合の研修内容とケア実施ガイドラインの検討②施設
内研修のための指導者養成研修の実施③施設内研
修・連携ケアのモデル実施④モデル実施に関する調
査・検証―などが柱。事前に有識者による検討委員
会を設置し、モデル事業での業務指針を策定し、対
象施設への研修を実施するとしている。
　介護職員が実施できる範囲は、口腔内吸引は①必
要な物品準備など実施準備②対象者への吸引の説明
と環境整備、口腔内観察、吸引の実施③対象者の状
態観察、ケア責任者（看護職員）への報告④吸引び
んの排液を捨てるなど片付け⑤評価記録。一方、経
管栄養（経鼻経管栄養と胃ろうによる栄養管理）で
は、実施ケアのうち「流動物の確認やチューブの接
続と注入、注入直後の状態観察など」は実施できな
いが、①注入中の状態を定期的に観察②注入終了後、
３０－５０mLの白湯などを注入し、頭部を挙上した状態
を保つ―ことはできるとした。これらはいずれも「医
行為」の範囲で、現行法では介護職員は実施できな
い。モデル事業では、看護職員がいない場合でも、
情報共有や連絡相談体制がとれていれば、介護職員
が単独で行えるようにする方針だ。
　同日は日本介護福祉士会が行った「特養での介護
福祉士らの吸引、経管栄養の実施状況」に関する調
査結果の報告もあった。調査は５月３０日－６月８日
に実施し、１１０２人から回答を得た。口腔内吸引は

「午後５時半－午前８時半まで」では７割以上が「介
護職も対応している」と回答。鼻腔内吸引は「午前
６時－午前８時半」では４３.０％が介護職も対応して
いた。胃ろうも各時間帯で介護職も対応しており、
「午前６時－午前８時半」の５８.１％が最も多かった。
吸引を実際に行っている人の中で「不安を感じる」
とした割合は８３.８％に上った。
　一方、全国老人福祉施設協議会が行った研究事業
では、口腔内吸引について看護職の９０.７％、介護職
の７７.６％が「介護職員の職務範囲とすることに賛成」
と回答。経鼻経管栄養の管理でも看護職の４０.７％、
介護職の３４.９％が賛成と答えた。
（6/１１MEDIFAXより）

介護報酬、サービスの質・効果で評価を／地
域包括ケア研究会報告書
　地域包括ケア研究会（２００８年度老人保健健康増進
等事業）は、２５年を目標に地域全体で高齢者を介護
する地域包括ケアシステムの構築を進めるための具
体案などを盛り込んだ報告書を取りまとめた。介護
報酬をサービスの質と効果に基づいて支給する体系
や、介護保険の給付範囲の見直しの必要性などを提
案した。
　報告書では、介護報酬をサービスの質と効果によ
って決定することが、サービス利用者の視点に立っ
た地域包括ケアシステムの構築につながると提案。
サービスの質と効果を評価するためには、パフォー
マンスの正確な測定方法を具体化する必要があると
し、施設のサービスを評価する際の評価基準として
①標準化されたケアの明示②標準化されたケアを基
準に、要介護者に適切なケアを実施している③在宅
復帰の実現④在宅復帰後も地域で自立した生活を送
ることができる─の４項目を挙げた。
　介護保険制度について一定の知識を持った住民の
代表者が評価に参加する「住民参加型モニタリング
システム」なども提案。事業所を個別に評価するだ
けでなく、地域包括ケア圏域でのサービス評価も議
論すべきとした。
　また、介護費用の増加に備え、効率的な介護保険
制度の設計を目指す必要があるとして、被保険者と
受給者の範囲の見直しなどを検討する必要性がある
と指摘。医療保険と介護保険の保険料率の整合性や、
低所得者の保険料負担の軽減などについて考える必
要もあるとした。（5/２６MEDIFAXより）

京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６9７号

第１２０号１６



介護職の半数が医療行為／人手不足で、八戸
大調査
　施設の介護職やホームヘルパー計約２００人を対象
に八戸大の篠崎良勝准教授が実施した２００７年調査
で、インスリン注射など本来認められていない医療
行為をしたと答えた人が４７％と、約半数に上ったこ
とが５月１３日までに、分かった。
　人手不足が深刻化する中、研修も受けないまま、
現場では事故の不安を抱えながら、医療行為をやら
ざるを得ない実態が浮かぶ。
　厚生労働省が通知で介護職に認めている主な医療
行為は、血圧測定や専門的な技術を必要としないガ
ーゼの交換、軟こうの塗布、点眼、薬の内服など一
部に限られる。インスリン注射などの医療行為は原
則として認められていない。
　４７％が経験したという医療行為は、一部を除き大
部分が認められていないものばかり。このうち在宅
で最も多かったのは褥創（床ずれ）部のガーゼ交換
（２８％）。施設では、たんの吸引（３０％）、インスリン
注射（２０％）、点滴の抜針（２０％）などが目立った。
　理由について、在宅では「利用者の依頼」（１８％）、
「家族の依頼」（１７％）が多く、施設では「看護師の
指示」（４１％）が際立つ。
　篠崎氏は「０１年の調査に比べて、施設ではインス
リン注射は２.９倍、点滴の抜針は２.２倍になるなど増
加。医療依存度の高い人が着実に増えており、介護
施設が病院に近づいている」と分析している。
　調査は０７年６－９月、全国のホームヘルパー１６３
人、施設職員７４人の計２３７人から回答を得た。
【共同】（5/１５MEDIFAXより）

 

あんしん医療制度研究会を開催／京都府
　京都府は５月２１日、「あんしん医療制度検討会」の
初会合を開いた（資料２・３、後掲６０・６９ページ）。
検討会は、府が１月２７日に全国知事会に対し提案し
た「住民への健康医療政策の更なる充実に向けた検
討課題について（提案）」の内容などを検討するもの。
今夏に中間報告、冬頃に最終報告をとりまとめると
している。

発熱外来「資格証」でも３割負担／新型イン
フル　京都府、市町村に要請
　国民健康保険料の滞納で保険証が使えず窓口段階
で全額自己負担となる人たちが、新型インフルエン
ザを疑う症状があっても受診を控えないよう、京都
府は５月２１日までに、「窓口３割負担」とすることを
府内の各市町村に要請した。
　国保料を１年以上滞納すると、保険証を使えなく
し資格証明書を発行されることがある。医療機関を
受診すると、いったん窓口で医療費の全額を払わな
ければならず、後に行政窓口で７割の返金を受ける
ことができるものの、受診抑制につながると指摘さ
れている。
　新型インフルエンザの国内発生を受けて厚生労働
省は、資格証明書を受けた人が発熱外来を受診した
場合、窓口負担は３割で済むよう決定している。
　府が５月２０日に市町村に通知した文書では、▽発
症の疑いのある、資格証明書を交付された人が発熱
外来を受診した場合、資格証明書を被保険者証とみ
なす▽この取り扱い方を発熱相談センターに周知す
る―などを各市町村に求めた。
　府内で資格証明書の発行は約４０００世帯（０８年９月
現在）ある。保険医協会は「保険証のない住民は新
型インフルエンザの感染拡大下で不安や恐怖に陥っ
ている」と改善を府に緊急要望していた。

小児科診察、午前０時以降も対応／１０年度に
も京都市急病診療所
　京都市内で夜間の小児救急の受診者が多いため、
京都市は２０１０年度にも市急病診療所（中京区）の小
児科の診察時間を午前０時以降の深夜帯に拡充する
方針を固めた。大規模病院に患者が一極集中してい
る現状を打開し、小児科医の負担を分散させるのが
狙いだ。
　市急病診療所は急病患者の初期診療を行うことを
目的に１９７８年、中京区聚楽廻松下町に開設された。
小児科は土日祝日のみ（午後１０時まで）の診察だっ
たが、０５年９月から平日を含む午前０時までの準夜
診療をスタートさせ、府医師会から派遣された医師
２人が当直に当たっている。
　市は、急病診療所で小児救急の初期対応を担い、
重症の場合は市立病院（中京区）など、大規模病院
が担当するという「すみ分け」を図ろうとしている。
　しかし、急病診療所の診察時間を準深夜帯まで延
長しても、大規模病院への患者の集中傾向は改善さ
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れず、市立病院の川勝秀一小児科部長によると、「深
夜帯の小児救急は今も、初期診療を受けるべき軽症
患者が圧倒的に多い」という。
　市立病院の深夜帯の受診者数は０５年の１７０４人をピ
ークに減少し、０８年には１２２５人にまで減ったが、入
院患者は１０００人前後と横ばい。このため、当直医１
人が病棟と外来を担当し、睡眠が取れない日も多い
という。
　市は、市立病院や京都第一赤十字病院（東山区）
など大規模５病院を対象に深夜帯の小児救急の実態
調査を始めており、調査結果を踏まえ、急病診療所
の診察時間をどこまで延長するかを決める。

介護保険料引き下げへ／京都市国保、４０－６４
歳交付金活用
　京都市は６月８日、国の交付金を活用して、４０－
６４歳の国民健康保険の被保険者が２００９年度に支払う
保険料（介護保険料分）を引き下げる方針を決めた。
年間保険料は１人あたり８１１円引き下げられ、１９８１０
円となる。
　４０－６４歳の国保加入者は介護保険の被保険者でも
あるため、国保料と併せて介護保険料を支払ってい
る。０９年度からの介護報酬引き上げに伴い、保険料
の上昇が見込まれる。このため、市は、国が激変緩
和措置として設けた特例交付金を引き下げに活用す
る。０９年度の市への交付額は９８００万円。１０年度は交
付金が半額になる。
　市は、この日開かれた市国民健康保険運営協議会
に諮問、答申を受けて決定した。
　同協議会では、０９年度の事業計画案も承認された。
事業計画では、１日あたりの入院費用や１件あたり
の受診日数が全国平均と比べて高いことから、介護
予防サービスや在宅看護の推進などを掲げた。新規
事業では、メタボリックシンドローム予備群を対象
にした「メタボ予防教室」を７月から開催すること
を盛り込んだ。
　さらに、現行の医療保険制度について「財政的に
限界に達しつつある」とし、国に対しては「将来に
わたって被保険者が安心して医療を受けるために
は、全国民が加入する医療保険制度の一本化を実現
すべき」と主張している。

子ども医療費月２００円／井手町、中学生まで１
機関あたり
　京都府井手町は９月から、中学校卒業までの子ど

もの医療費を、１医療機関に付き月額２００円で済む助
成制度を始める。現行制度を拡充するもので、中学
生までを対象にした医療費助成は山城地域で初め
て。６月１７日開会の６月定例町議会に、関係する２００９
年度一般会計補正予算案９２００万円を提出する。
　これまでの同町の助成制度は、通院は小学校入学
まで、入院は小学校卒業までの子どもが対象だった。
今回の拡充で、通院・入院とも対象を中学生まで引
き上げ、家庭の経済負担を軽減し、子育て支援の充
実を図る。
　対象となる小学生４４８人と中学生２４４人には、９月
までに受給者証を給付する。
　拡充の事業費は、システム改修費などを合わせ
１２００万円を計上し、財源は国の地域活性化・経済危
機対策臨時交付金を充てる。

 

全世帯の６割「生活状況苦しい」／０８年国民
生活基礎調査
　全世帯の約６割が生活を「苦しい」と感じている
ことが５月２１日、厚生労働省の「２００８年国民生活基
礎調査の概況」で分かった。児童のいる世帯では
６２.１％、高齢者世帯では５３.４％が「苦しい」と回答し
た。厚労省大臣官房統計情報部は「１９９１年の初調査
以来『苦しい』と回答する割合が増加傾向にある」
としている。
　同調査は医療や年金、所得など国民生活を調べる
ことが目的で、３年ごとに大規模調査を実施。０８年
は中間年に当たり、世帯区分や家計支出、平均所得
金額などを調査した。世帯票は４万５８３７世帯、所得
票は６３４９世帯から有効回答を得た。世帯数の状況な
どは調査客体数から推計している。
　世帯別にみた生活意識については、全世帯の「大
変苦しい」（２３.５％）と「やや苦しい」（３３.７％）を合
わせて５７.２％が「苦しい」と回答。９１年の同項目の
初調査では「苦しい」との回答は全世帯の３７.７％で、
２０年間で約２０ポイント増加していた。
（5/２２MEDIFAXより）
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合計特殊出生率、３年連続で上昇／０８年人口
動態統計の確定数
　厚生労働省は６月３日、「２００８年人口動態統計月報
年計（概数）の概況」を公表した。１人の女性が一
生の間に産む子どもの数を推計した「合計特殊出生
率」は１.３７で、０６年以降３年連続で上昇した。０８年
の出生数は１０９万１１５０人で前年と比べて１３３２人増加
した。
　厚労省統計情報部は、出生数の増加について「０８
年はうるう年で１日多かったことが影響している」
と分析しており、出生数と合計特殊出生率がともに
増加したものの、少子化は依然、深刻な状況とみて
いる。出生数を母親の年齢別にみると、２０－２４歳、
２５－２９歳、３０－３４歳では減少したが、３５歳以上の各
階級では増加した。第１子出生時の母親の平均年齢
は上昇傾向にあり、０８年は２９.５歳だった。
　一方、死亡数は１１４万２４６７人（前年比３万４１３３人増）
で戦後最多となった。高齢者の増加により、死亡数
は０３年から１００万人を超えており、０８年は７５歳以上高
齢者の死亡数が全体の約３分の２を占めた。死因別
死亡数の割合をみると、悪性新生物の３０.０％が最も
多く、次いで心疾患の１５.９％、脳血管疾患の１１.１％、肺
炎の１０.１％─の順。悪性新生物による死亡数は３４万
２８４９人で過去最高だった。死因順位では老衰が自殺
を上回った。
　自殺による死亡数は３万１９７人で、前年より６３０人
減少。厚労省は「月別の数字では８月までは減少し
ていたが、９月以降増加している」と分析しており、
経済不況が影響している可能性がある。
　婚姻件数は７２万６１１３組で、前年から６２９１組の増加。
平均初婚年齢は、夫３０.２歳、妻２８.５歳でともに上昇し
た。離婚件数は２５万１１４７組で、０３年から６年連続で
減少した。（6/４MEDIFAXより）

日本、長寿世界一を維持／ＷＨＯの世界保健
統計
　世界保健機関（ＷＨＯ）は５月２１日、２００９年版の「世
界保健統計」を発表、０７年の平均寿命が世界で１番
長いのは日本の８３歳で、前年までに続いて首位の座
を維持した。
　男女別では、日本の女性の平均寿命が８６歳で世界
一。男性ではイタリア中部にある内陸国サンマリノ
の８１歳が世界一で、日本はスウェーデンなどととも
に、８０歳のアイスランドに続き３位の７９歳だった。
　世界全体の平均寿命は７１歳で、最も平均寿命が短

かったのは西アフリカ・シエラレオネの４１歳。長寿
国としてはスイスやイタリア、オーストラリアなど
が８２歳とされ、日本に続いた。
　同統計によると、世界全体で０５年の妊産婦の死亡
率は１０万人当たり約４００人で、年間約５３万６０００人が妊
娠や出産に絡んで死亡。国連のミレニアム開発目標
では、妊産婦の死亡率を１５年までに１９９０年の水準の
４分の１まで削減するとしているが、９０年からあま
り改善が見られなかった。
【ジュネーブ５月２１日共同】（5/２５MEDIFAXより）

１日平均外来患者、増加に転じる／病院報告
０８年１２月
　厚生労働省は５月１５日、２００８年１２月分の病院報告
（概数）を発表した。病院の１日平均外来患者数は１４４
万７２０５人（前月比７万３３４７人増）で、２カ月ぶりに
増加した。
　病院の１日平均在院患者数は１３０万３３７０人で、前月
に比べて１万９５１人減少。病床別に見ると、一般病床
が１万１２５１人減少して６７万９２６５人となった一方、療
養病床は１４２２人増の３０万７８８７人だった。精神病床は
９４３人減の３１万２７３４人となった。
　病院の月末病床利用率は７２.７％で、前月から７.１ポ
イント減少。病院の平均在院日数は３２.２日（１.７日短
縮）で、すべての病床種別で短縮。１４.０日短縮した
介護療養病床（２８７.６日）、１２.４日短縮した療養病床
（１６９.２日）などで減り幅が大きかった。
（5/１８MEDIFAXより）

介護施設整備されれば退院可能／慢性期分科
会で厚労省調査
　厚生労働省が１１日の中医協・慢性期入院医療の包
括評価調査分科会に報告した実態調査で、特別養護
老人ホームや介護老人保健施設など周辺の介護施設
が整備されれば退院する見込みのある医療区分３の
患者が、前回（２００６年度）調査より増加する傾向が
見られた。
　治療に携わっている看護職員が、患者の主治医と
相談して回答した。
　医療区分３のうち特養が整備されれば退院できる
とみられる患者は２２.０％で、前回より倍増。老健施
設が整備されれば退院できる患者は４２.１％で、前回
より８.６ポイント増えた。０６年度と０８年度の両調査に
参加した「共通病院」の回答では、特養の整備によ
って退院できるとされた患者はやや減少したもの
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の、老健施設が整備されれば退院できるとされたの
は６７.１％で、前回より約２倍増加していた。
（6/１２MEDIFAXより）

有料老人ホーム未届け、全国で４４６施設／厚労
省が指導徹底で通知
　厚生労働省は５月２８日、老人福祉法に基づく有料
老人ホームの届け出をしていない高齢者施設が全国
で４４６施設あることを明らかにした。厚労省は同日付
で、未届けの有料老人ホームへの届け出の促進と指
導の徹底を呼び掛ける通知を都道府県に発出。度重
なる指導を受けても指定を拒否するような未届け施
設に対しては、罰則の適用も視野に入れた対応も可
能とした。
　群馬県渋川市の高齢者施設「たまゆら」の火災事
故を受け、都道府県に対し２００９年４月３０日時点で把
握している未届けの施設数と入居者の処遇などに関
する指導状況を聞いた。今回の調査は「たまゆら」
の火災事故以降２回目。
　前回の３月２７日時点での調査以降、４月３０日まで
に有料老人ホームの届け出を済ませたのは７９施設
で、依然として未届けの施設が４４６施設あった。未届
け施設数は神奈川の９１施設、東京の４８施設、千葉の
４１施設、群馬の３１施設の順で多く、首都圏に集中し
ていた。
　入居者の処遇などに問題があり指導を行ったのは
８０施設で、４月末時点で届け出済みは１０施設、未届
けは７０施設だった。指導例としては「１部屋に複数
人が生活しており、個室化などでプライバシー確保」
「居室面積が狭く、生活に必要なスペース確保」「入
居一時金の保全措置の実施」などがあった。
（5/２９MEDIFAXより）

妊婦１人当たり公費負担額に７万円の差／厚
労省、妊婦健診で調査
　厚生労働省雇用均等・児童家庭局は６月３日、妊
婦健診の公費負担の状況についての調査結果をまと
め、都道府県などに通知した。２００９年４月１日時点
の妊婦健診の公費負担回数は全国平均で１３.９６回で、
０８年４月時点の５.５回から大幅に増えた。一方、公費
負担額は自治体によってばらつきがみられ、最大で
７万円の格差があった。
　調査は市区町村の妊婦健診の公費負担回数や負担
額、実施する検査項目などを調べた。市区町村の妊
婦１人当たりの公費負担額は、全国平均で８万５７５９

円だった。都道府県別でみると山口の１１万１１２７円が
最も高く、徳島の１０万８１３０円、青森の１０万２８６円の順。
最低額は大阪の３万９８１３円で、最高額の山口と比べ
７万１３１４円の差があった。公費負担額の分布では「７
万円以上－１０万円未満」が全体の約８割を占めた。
　公費負担回数の全国平均は１３.９６回で０８年４月時
点の５.５回から約２.５倍に増えた。公費負担を実施して
いる市区町村の９４.８％が１４回実施していた。１３回以
下の市町村も２５カ所あったが、うち１５市区町村が０９
年度内に公費負担を１４回に拡充する予定か検討中と
した。
　受診券方式で公費負担をしている１４１９市区町村の
うち、国が例示する妊婦健診の標準的な検査項目す
べてを実施しているのは４２.０％だった。
　厚労省は０９年２月２７日付の母子保健課長通知で、
妊婦健診の受診回数は１４回程度が望ましいとし、標
準的な健診項目などを提示。０８年度２次補正予算で
は「妊婦健診の公費負担の拡充」に７９０億円を計上。補
正予算により、妊婦健診の公費負担回数を１４回（約
１１万３０００円）まで拡充することを見込んでいた。
　公費負担の拡充では１４回のうち５回分が地方財政
措置、残る９回分が国庫負担と地方財政措置で２分
の１ずつ補助する。地方財政措置分の使途は自治体
の裁量で決まり国が指導することができないため、
自治体によって公費負担額にばらつきがみられる格
好だ。厚労省は「自治体の財政状況が公費負担額に
影響している」（母子保健課）としている。
（6/５MEDIFAXより）

ＩＦＮ医療費助成「積極的な受診勧奨を」／
厚労省懇談会
　Ｂ型、Ｃ型肝炎患者を対象に行われているインタ
ーフェロン治療の医療費助成制度で、２００８年４－１２
月の受給者証交付申請件数は３万８００１人にとどまっ
ていることが、厚生労働省健康局肝炎対策推進室の
まとめで分かった。同室が１０日、全国肝炎総合対策
推進懇談会で明らかにした。申請者のうち、実際に
受給者証の交付を受けた人は３万５７３４人で、制度開
始当初に目標としていた年間１０万人を大きく下回る
見通し。懇談会の委員からは、治療につながる肝炎
ウイルス検査の受診者を増やすため、積極的な受診
勧奨を求める意見が相次いだ。
（6/１１MEDIFAXより）
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医療・福祉の精神障害労災請求１２２件／０８年
度、厚労省まとめ
　２００８年度の医療・福祉分野業種の精神障害などに
関する労災補償請求件数、支給決定件数がともに全
業種の中で３番目に多いことが、厚生労働省のまと
めで分かった。
　厚労省によると、０８年度の精神障害などに関する
医療・福祉分野の労災補償請求は１２２件あり、製造業
の１６８件、卸売・小売業の１５７件に次いで多かった。
医療・福祉分野の支給が決定したのは２６件で、製造
業の５０件、卸売・小売業の４８件に続いた。
　職種別では、医師・歯科医師などで５件、看護師・
助産師・保健師などで４件、社会福祉関係職種で８
件の支給が決定した。脳・心臓疾患の医療・福祉分
野の労災補償請求は３５件、支給決定は１５件だった。
　精神障害などに関する労災補償請求は全体で９２７
件（前年度比２５件減）、支給決定は２６９件（同１件増）。
脳・心臓疾患の請求は８８９件（同４２件減）、支給決定
は３７７件（同１５件減）だった。（6/９MEDIFAXより）

非正規労働者の失職２１万人／正社員も３万
７０００人に
　２００８年１０月から０９年６月までに職を失ったり、失
う見通しの非正規労働者の数は２１万６４０８人で、４月
の前回調査より４.４％増えたことが５月２９日、厚生労
働省の調査で分かった。
　厚労省が同日発表した大量雇用変動届の提出状況
によると、解雇などで職を失う正社員は３月と４月
の届け出分の合計で３万７３４６人。長引く不況で人員
削減が正社員にも波及していることが鮮明になっ
た。
　非正規労働者のうち、派遣社員が１３万５０６５人と最
も多い。このほか契約社員４万７１００人、請負社員１
万６７９５人と続いた。
　再就職した人は２万２５７２人で、動向が把握できた
人のうち、２６.１％にとどまった。
　都道府県別で失職者が最も多いのは、自動車関連
産業が集積する愛知県で３万５９８６人。次いで長野県
９６８８人、静岡県８８４１人など。
　非正規労働者は、５月１９日時点でハローワークな
どを通じて把握した数字をまとめた。また、１カ月
以内に３０人以上が離職する場合、企業は事前に大量
雇用変動届の提出を義務付けられており、うち正社
員の失職予定者の数を厚労省がまとめた。【共同】

障害者２７７４人を解雇／６年ぶり高水準、就職
は減
　厚生労働省は５月１５日、雇用情勢の悪化を受け、
２００８年度に勤務先の企業から解雇された障害者が
２７７４人と、０２年度（２９６２人）以来６年ぶりの高水準
に達したと発表した。一方、ハローワークを通じ、
新規に就職した障害者は０２年度から増え続けていた
が、７年ぶりに減少に転じた。
　ただ、厚労省は「一般の労働者も一緒に解雇され
ているケースが多く、障害者が真っ先に解雇されて
いるという状況ではない」と分析している。
　一方、就職者数は４万４４６３人で、前年度比２.４％の
マイナス。解雇された人の再就職希望や、一般就労
の意欲の高まりで新規求職者数は前年度比１１.０％と
大幅に増えており、新規求職者の就職率は前年度の
４２.２％から３７.１％に落ち込んだ。【共同】

自殺の動機、うつ病最多／３０代が過去最悪、
０８年
　警察庁は５月１４日、日本国内で２００８年１年間に自
殺した３万２２４９人のうち、原因・動機が遺書や関係
者の話などから判明したのは２万３４９０人で、「うつ
病」が動機の１つとなった人が６４９０人に上ることを
明らかにした。詳細な動機の公表を始めた前年と同
様、動機の中で最も多かった。
　全自殺者の年代別では中高年層の割合が依然高い
ものの、３０代が４８５０人（前年比１.７％増）と過去最多
となったことも分かった。
　動機には複数の要因が絡み昨秋以来の景気悪化と
の明確な関係は不明だが、自殺者の３万人超えが１１
年続く中、政府は公表データを基にさらなる対策を
迫られそうだ。
　警察庁によると、０７年に改正された「自殺統計原
票」は動機を約５０項目に分類。「うつ病」の次に多か
ったのは「身体の病気」の５１２８人で、「多重債務」
１７３３人、「その他の負債」１５２９人が続く。「いじめ」
は前年より２人増えて１６人で、このうち１９歳以下は
３人多い１３人だった。
　年代別では、５０代が６３６３人（９.７％減）と最も多い。
今回から公表する７０代は３６９７人（５.４％減）、８０歳以
上は２３６１人（５.１％減）。３０代とともに、２０代が３４３８
人（３.９％増）、１９歳以下が６１１人（１１.５％増）と若年
層が目立って増えた。【共同】
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介護・看病疲れで殺人、０８年は４８件／０７年の
３０件から増加
　佐藤勉国家公安委員長は５月１１日の衆院予算委員
会で、介護・看病疲れが原因となった殺人事件は２００８
年に４８件あったことを明らかにした。被害者は、被
疑者の実父母と配偶者が多数を占めた。０７年の介護・
看病疲れが原因の殺人件数は３０件で、１年で１８件増
えた。長妻昭氏（民主）の質問に答えた。
　警察庁によると、０８年の被害者の内訳は、被疑者
の実父母が１７件（前年８件）、配偶者（内縁含む）が
２１件（同１５件）、実子が７件（同３件）だった。
（5/１２MEDIFAXより）

基金の確定金額、３.６％増の９兆２７０６億円／０８
年度診療報酬
　社会保険診療報酬支払基金は５月２５日の定例記者
会見で、２００８年度（０８年３月－０９年２月診療分）の
診療報酬確定状況などを明らかにした。老人保健を
除く確定金額は９兆２７０６億円で前年度比３.６％増だ
った。医科は６兆６６７７億円で同３.１％増。うち入院は
２兆９７９０億円（前年度比４.８％増）、入院外は３兆６８８６
億円（同１.７％増）だった。
　ほかの診療種別では、歯科９４３０億円（同３.３％増）、
調剤１兆４９６４億円（同７.０％増）。
　確定件数は８億２８４３万件で前年度比２.８％増。医科
は４億７６３２万件で前年度比１.７％増で、このうち入院
は９３９万件（同０.６％減）、入院外は４億６６９３万件（同
１.７％増）。歯科は１億５７４万件（同２.６％増）、調剤は
２億４６０２万件（同５.２％増）となった。
（5/２６MEDIFAXより）

訪問看護ステーション、人員不足が課題／日
医総研ＷＰ
　日医総研が訪問看護ステーションを対象に実施し
た調査で、２４時間体制や緊急対応に関する加算を届
け出ていない事業所の９割近くが、人員不足を理由
に挙げていることが分かった。加算を届け出ている
事業所でも、２４時間体制の構築のために看護職員を
増員した事業者は１２.６％にとどまり、７割以上は増
員をせずローテーションづくりに取り組んでいた。
日医総研は調査結果を「在宅医療の提供と連携に関
する実態調査」と題してワーキングペーパー（ＷＰ）
にまとめた。「訪問看護ステーションの多くが人材不
足という課題を抱えていた」との見解を示している。
　訪問看護ステーションの活動状況や主治医などと

の連携状況に関して２００８年９月の状況を調べるた
め、２６９３事業所にアンケート票を郵送し、１０９８事業
所から有効回答があった（回答率４０.８％）。
　「２４時間連絡体制加算」「２４時間対応体制加算」「緊
急時訪問看護加算」のいずれも届け出ていない１０８事
業所のうち、理由（複数回答）に「人員不足」を挙
げたのは８７.０％で、「同一法人内に往診や在宅医療を
行う機関がない」（１３.０％）、「他に２４時間対応可能な
ステーションがあり必要ない」（８.３％）など、ほか
の理由と比べ圧倒的に多かった。３加算のいずれか
を届け出ている事業所の７４.７％は、看護職員は増員
せずローテーションにより２４時間体制を構築してい
た。ＷＰは「特に東京都特別区をはじめとする大都
市圏で、より（人員不足が）深刻な状況となってい
る」としている。
　ＷＰではこのほか主治医との連携も課題に挙げ
た。調査では主治医との連携不足を訴える意見が
１８.８％あり、特に主治医が病院の医師の場合、直接
連絡が取れないことが多かったり、知らないうちに
主治医が変わっていたりするなどの意見があった。
病院の医師そのものではなく、窓口がないなど連携
のシステムに問題があるとの指摘も多かった。
　０８年度診療報酬改定で新設された「在宅患者緊急
時等カンファレンス料」について、算定した事業所
からは、医療従事者間でカンファレンスを開催する
ことによってケアの質向上に結び付くなど一定の効
果があったとの意見が上がった。ただ、ＷＰは、多
忙なためカンファレンスの開催ができない事業所も
あるなど課題が残るとした。（5/１５MEDIFAXより）

育児休業の取得、４割に満たず／日医、女性
医師の勤務環境調査
　日本医師会による「女性医師の勤務環境の現況に
関する調査報告書」がまとまり、日医女性医師支援
センターの保坂シゲリ・マネジャーが５月３０日のシ
ンポジウムで概要を報告した。
　調査は２００８年１２月から０９年１月まで、全国の病院
勤務の女性医師を対象に実施。７４６７人から有効回答
を得た。有効回答率は４９.７％だった。
　女性医師が休職・離職した理由は、出産や育児が
多く、それぞれの割合は７０.０％、３８.３％だった。一
方、産前・産後休暇を取得した人は７９.１％で、育児
休業の取得は３９.２％にとどまった。育児休業中の身
分保障は４３.６％が「ない」と回答。同様に給与は７６.９％
が支給されていなかった。
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　また、保坂マネジャーは「女性医師の配偶者が医
師である場合、育児・家事に協力が得られる割合は
非医師よりも低い」と説明。特に若い女性医師は非
正規雇用も多く、出産・育児について法律による保
護を十分に受けていないとして問題視した。
（6/２MEDIFAXより）

適正分娩費用、現状と１０万円以上の差／産婦
人科医会調査
　医療機関が考える分娩の適正費用は５３万４５９６円
で、実際の費用とは１１万６３９円の開きがあることが６
月１０日、日本産婦人科医会の調査で分かった。自治
体病院では費用が低く抑えられているところが多
く、同会は「周産期医療崩壊を防ぐ手だての１つに
分娩費用の増額があると考える。特に地方の公立病
院の設立者には熟考を求めたい」と指摘している。
　調査は２００９年１月、同会に登録している病院・診
療所２８８６施設を対象に行い、１７０７施設（５９.１％）か
ら回答を得た。
　調査結果によると、１人当たりの分娩費用の平均
は４２万３９５７円。設立母体別に見ると、大学病院が４７
万９２８４円で最も高く、市町村立は３８万６７１８円、都道
府県立は３６万９６２３円で最も低かった。
　一方、適正と考える費用の平均は５３万４５９６円で、
実際の費用との差は１１万６３９円。現状と適正の差が大
きかったのは、大学病院（１６万４７７４円）と都道府県
立（１３万８４９５円）、市町村立（１２万６５３０円）だった。
約６割の施設が「現行の費用には必要な経費すべて
が含まれていない」と回答しており、同会は「利益
分などを加えると、適正分娩費用は６０万円前後にな
る」としている。
　適正と考えられる費用と現状の間に１０万円以上の
差がある一方、分娩費用の増額を予定しているとし
た７９２施設に増額予定額を聞いたところ、多くの施設
は３万－５万円台の増額にとどまった。不足分を賄
うだけの費用を増額できない理由としては、「地域住
民の所得水準が低い」「私的施設と競合している」「分
娩費用の安い公立病院がある」などの回答が多かっ
た。
　調査結果について同会は「都道府県立、市町村立
病院は採算を度外視した施設が多い。近隣医療機関
の費用設定に与える影響も大きく、費用の決定方法
も含め、早急な改善が求められる」としている。
（6/１１MEDIFAXより）

へき地拠点病院の７割が自治体病院／全自病
開設者協が調査
　全国自治体病院開設者協議会は６月１２日、「４疾病
５事業に関する調査報告」を公表した。自治体病院
が担う医療機能を明らかにする目的で、各都道府県
が２００８年度医療計画で公表した「４疾病５事業」の
医療機関リストのうち、自治体病院が占めるシェア
を示した。
　へき地医療については、国が指定する「へき地医
療拠点病院」のうち自治体病院は１８３施設、その他が
７４施設で、自治体病院が７１％を占めた。災害医療で
も「基幹災害医療センター」は自治体が３２施設、そ
の他が２４施設で、５７％を自治体病院が占めていた。
ただ「地域災害医療センター」は４６％、「ＤＭＡＴ指
定医療機関」は３７％にとどまった。
　一方、がんについては「専門的ながん診療」を担
う施設として「がん診療連携拠点病院」に着目。都
道府県がん診療連携拠点病院は自治体が２３施設、そ
の他が２４施設で、自治体病院が４９％を占めた。「地域
がん診療連携拠点病院」と「緩和ケア病棟のある病
院」で自治体病院の占める割合は、それぞれ３８％、
１７％にとどまった。（6/１５MEDIFAXより）

マスク不足や人材確保が課題に／全日病、新
型インフルで会員調査
　全日本病院協会は６月４日、新型インフルエンザ
の感染者が多数発生している大阪、兵庫両府県の会
員病院を対象に５月に実施した現況調査の結果を公
表した。「現在、困難となっている点」として、マス
クや手指消毒液、迅速診断キット、薬剤などの確保
を指摘する意見が多く挙がった。全日病は「物的、
人的、情報などの支援が不可欠なことが再確認でき
た」とし、今後、予想される「第２波」や鳥インフ
ルエンザ対策を国を挙げて再構築する必要性がある
と指摘している。
　５月２１日に両府県の会員病院２１８施設に調査票を
送り、２５日までに１０８施設から有効回答があった（回
答率４９.５％）。「現在、困難となっている点」を聞い
た設問には６３施設から回答があり、マスクや薬剤な
どの物的不足が３６件を占めた。このほか「外来に発
熱患者用のスペースがない」が１２件、「仮設施設設置、
別室設置による院内勤務者の確保」が５件などとな
った。また、３７施設が回答した「職員の動揺や勤務
者確保に関する支障」では、従事者の子どもが通う
学校・幼稚園が休校・休園となったことで、勤務者
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の確保が困難になったとの回答が２２件寄せられた。
　回答施設のうち「新型インフルエンザ協力病院」
は６病院あったが、実際に感染者を受け入れた７病
院のうち５病院は協力病院以外の一般病院だった。
（6/５MEDIFAXより）

老健の４割が看取り実施／年平均５例、全老
健が調査
　１年間に看取りなど終末期医療を行った介護老人
保健施設が４１.１％に上ることが、全国老人保健施設
協会が実施した「２００８年度介護老人保健施設におけ
る適切な医療提供のあり方に関する研究事業」の調
査で分かった。全老健は「１年間で平均５例程度行
っている」と説明した。
　調査は０９年２月に介護老人保健施設３３００施設に対
して行い、１３８８施設から回答を得た（回収率４２.１％）。
全老健は７月にも詳細な調査結果をまとめるとして
いる。
　医師のオンコール体制を導入しているのは５５.６％
で、常時看護師が当直している施設は７８.０％だった。
調査では老健での医療処置の現状についても自由回
答で質問。適切な医療を行うに当たっての問題点・
課題については▽包括医療の弊害や他科受診の医療
負担など「医療保険適用の拡大」（４７８件）▽看護師
不足など「人材不足・人員配置基準が不適切」（１４６
件）―などが上がった。
　１０年度診療報酬改定に対しては、抗がん剤注射製
剤など高額薬剤の使用や、肺炎や尿路感染症といっ
た施設内で対応できる医療の評価を見直すべきとの
意見が上がった。医療体制については、ナースプラ
クティショナーの導入など、看護職や介護職が実施
できる医療行為の範囲を拡大すべきとの指摘もあっ
た。（6/８MEDIFAXより）

後発薬で年５４億円節減／日本調剤の患者薬剤費
　先発医薬品と有効成分が同じで安価な後発医薬品
（ジェネリック医薬品）の普及に力を入れる調剤薬局
チェーンの日本調剤は５月１１日、同グループで後発
薬に替えた患者の薬剤費節減効果が２００８年度は５３億
７１００万円に上ったと明らかにした。
　変更された処方せんは２１７万枚で１枚当たり約
２４７０円の節減。自己負担３割の患者では、１回の処
方で薬代が約７４０円浮いた計算になる。
　後発薬への変更は、処方せんに変更不可のサイン
がなければ、患者が薬局で希望すれば可能。同グル

ープでは変更可の処方せんと、変更可で実際に後発
薬にした患者がそれぞれ５０％台前半で、処方せん全
体に占める後発薬の割合は２０％台後半となった。
　同グループは４月から、後発薬へ変更した場合の
差額の試算や、医師に面と向かって希望を伝えにく
い患者への「ジェネリック医薬品お願いカード」配
布を実施している。【共同】（5/１３MEDIFAXより）

 

温暖化で年３０万人死亡／１２兆円の経済損失と
報告書
　地球温暖化に関連した自然災害などによる死者が
世界全体で毎年約３０万人に上るとの報告書を、国連
のアナン前事務総長が率いるシンクタンクが５月３１
日までに公表した。
　報告書は、温暖化によって世界の３億人超が深刻
な影響を受け、経済的な損失は年約１２５０億ドル（約
１２兆円）と推定。２０３０年までに温暖化による死者が
最大で年５０万人に達し、経済的な損失は年３４００億ド
ルに上る可能性があると指摘した。
　報告書を出したのは、「気候変動に関する政府間パ
ネル（ＩＰＣＣ）」のパチャウリ議長も理事を務める
「グローバル・ヒューマニタリアン・フォーラム」
（本部・ジュネーブ）。英紙ガーディアンによると、
パチャウリ議長は報告書を「現時点では最も妥当性
のある試算」と評価している。
　報告書は、有効な温暖化対策が取られなければ、
温暖化によってもたらされる飢餓や健康被害の問題
が拡大し、社会的、政治的安定への脅威になると強
調。温暖化による自然災害の死者の９９％が途上国に
集中しているとし、途上国の被害緩和などに先進国
が積極的に関与するよう求めた。
【ロンドン５月３１日共同】

森林減少抑制で温室効果ガス削減／温暖化防
止、国連報告書
　世界で進む森林減少の抑制や、農業のやり方の変
更などで、地球温暖化をもたらす温室効果ガスの大
幅な排出削減が可能になるとの報告を、国連環境計
画（ＵＮＥＰ）が６月５日、気候変動枠組み条約の
特別作業部会で公表した。
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　報告書は、熱帯林が、推定で年間１４８０万ヘクター
ル失われるなどした結果、大気中に放出される温室
効果ガスの量は、世界の総排出量の約２０％を占める
と指摘。今のペースで熱帯林破壊が続けば、２１００年
までに、さらに８７０億－１３００億トン（炭素換算）が排
出される恐れがあるとした。【ボン６月５日共同】

省エネの国際組織が発足／１２カ国が温室ガス
抑制へ協力
　主要国（Ｇ８）エネルギー相会合が５月２４日、ロ
ーマで２日間の日程で始まった。初日の会合ではＧ
８各国に中国など新興国を加えた計１２カ国が、エネ
ルギー対策の新組織「国際省エネ協力パートナーシ
ップ（ＩＰＥＥＣ）」の設立文書に署名し、正式に発
足させた。インドも参加する予定。
　ＩＰＥＥＣは世界的にエネルギーの利用効率を高
め、温室効果ガスの排出抑制を目指す新たな枠組み。
先進国と新興国が協力して省エネ技術の普及などを
進める。
　日本からは二階俊博経済産業相が出席。日本政府
は、エネルギー消費量やＣＯ２排出量が急増してい
る中国などへの先進技術供与を通じ、日本企業の事
業拡大も後押しする考え。
　国際エネルギー機関（ＩＥＡ）に事務局を置き、
設立当初の費用として各国が合計１３０万ユーロ（約１
億７０００万円）を拠出。①各国のエネルギー効率を測
定するための指標の改善②先進的省エネ対策に関す
る情報交換③国境を越えた各国政府と民間企業の連
携―などに取り組む。【ローマ５月２４日共同】

温暖化被害９０年後は１７兆円増／洪水、台風、
熱中症
　地球温暖化対策を取らないと、豪雨増加による洪
水や台風の強大化による高潮の被害、熱中症による
死者増などによって、２１世紀末までに日本の被害の
増加額が最大で年間計約１７兆円に上るとの予測結果
を環境省が５月２９日、発表した。
　１４研究機関が参加した「温暖化影響総合予測プロ
ジェクト」チームがまとめた。チームは「農林水産
省の研究で果樹や野菜などにも大きな影響があると
いわれており、経済評価できるか（研究者と）協力
していく必要がある」としており、さらに被害額が
増える可能性もある。
　予測では、対策を取らないまま、２１００年の気温が
産業革命前と比べて約３.８度上昇した場合を仮定し

てモデル分析した。【共同】

原子力、太陽光へ転換急務／原油高騰再燃を
懸念、白書
　政府は５月２２日、石油を主体とした日本のエネル
ギー供給構造を太陽光、原子力といった非化石燃料
に転換する必要があるとした２００８年度版エネルギー
白書を閣議決定した。資源国への投資を進めエネル
ギーを安定確保することも提言、世界経済が回復し
て原油価格が再び高騰する事態に備える必要性を訴
えた内容となっている。
　白書は、世界の石油需要は景気後退で短期的に減
退するが、今後も中国、インドなど新興国を中心に
伸びるとし、需給逼迫で価格に再び上昇圧力がかか
る恐れがあると指摘。このため「石油など既存エネ
ルギーの価格変動の影響を受けにくい経済構造にす
ることが必要だ」として、省エネルギーや新エネル
ギー、原発への取り組みを長期的視点に立って推進
していくと明記した。
　エネルギー安定確保に向けては、官民一体で資源
開発や権益獲得を着実に進めていく必要があると提
言。日本の周辺海域にある石油・天然ガスや、新た
なエネルギー源として期待されている化石燃料「メ
タンハイドレート」の活用へ、技術開発の推進も重
要とした。【共同】

首相、１５％減を正式発表／温室ガス削減の中
期目標
　麻生太郎首相は６月１０日夜、官邸で記者会見し、
２０２０年までの日本の温室効果ガス排出削減の中期目
標を「０５年比１５％減（１９９０年比８％減）」とする方針
を正式発表した。
　首相は「エネルギー効率の３３％改善を目指す極め
て野心的なものだ。欧米の中期目標を上回る」と強
調。１３年以降の国別削減目標を決定する新国際枠組
み（ポスト京都議定書）交渉で「日本だけが不利に
なることがないよう全力を挙げて取り組む」と述べ、
交渉をリードする決意を表明した。【共同】

温室ガス、４割超が７％減を支持／世論調査
　内閣官房は、京都議定書に続く温室効果ガス削減
目標に関する世論調査結果を５月２４日、公表した。
　２０２０年までの削減幅の選択肢のうち、回答者の
４５.４％が、省エネ機器導入を積極的に進める「１９９０
年比７％減」を支持。日本経団連などが強く主張し
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ている「４％増」への支持は１５.３％。最先端の省エ
ネ機器導入義務づけなどで削減を進める「１５％減」
が１３.５％。最も厳しい「２５％減」を支持したのは４.９％
だった。
　質問には、対策に伴う国民への負担が示される一
方で、温暖化が及ぼす被害に触れられておらず、「甘
い目標しかできないように国民を誘導しようとして
いる」（気候ネットワーク・浅岡美恵代表）などの批
判もある。
　国際的に負担を分担する方法に関しては、日本が
８－１７％の削減を求められる「ＧＤＰの大きな国が
対策コストを多く負担する」との考え方への支持が
４２.４％と最も多い一方で、他の先進国に比べて日本
の削減幅が特に少なくなる「これまでの削減努力が
十分でない国が大きく削減する」は１５.９％にとどま
った。
　「温暖化対策のために１カ月当たりの家計の負担
がどの程度増えても良いか」との問いには「１０００円
未満」が４１.２％と最も多かった。【共同】

０８年のＣＯ２濃度、過去最高／上昇続く、気象
庁観測
　気象庁は５月１９日、国内で観測している温室効果
ガスの二酸化炭素（ＣＯ２）について、２００８年の大
気中濃度の年平均値が観測史上最高になったと発表
した。観測開始以来、上昇傾向が続いているという。
　同庁の須田一人全球大気監視調整官は「化石燃料
の使用など人間の活動によるＣＯ２排出と、土地利
用で森林が減っていることが主な原因」と話してい
る。
　気象庁は都市化の影響が少ない３地点で定点観測
を続けている。０８年の平均濃度は岩手県大船渡市の
大気環境観測所で３８８.５ppm、小笠原諸島の南鳥島で
３８６.６ppm、沖縄・与那国島で３８８.０ppm。３地点の平
均濃度は過去１０年間、１年当たり１.９ppmの割合で上
昇しているという。
　最も早く観測を開始した大船渡では、観測を始め
た１９８７年より３７.３ppm上昇した。
　春は植物の光合成が本格的に始まる前で１年で最
もＣＯ２濃度が高くなるが、今春の観測値は大船渡
で４月に３９５.３ppm、南鳥島で３月に３９０.８ppm、与那
国島は４月に３９３.２ppmといずれも観測史上最高を
更新。【共同】

プルサーマルで交付金打ち切り／経産省、７
道県以外は支給せず
　一般の原発でプルトニウム・ウラン混合酸化物（Ｍ
ＯＸ）燃料を燃やすプルサーマルの実施受け入れに
同意した道県に、それぞれ６０億円を払う交付金制度
を、経済産業省が３月末で打ち切ったことが６月６
日、分かった。
　既に交付が決定した７道県以外は、今後新たに同
意があっても交付されない。経産省は「同意自治体
すべてに交付すれば、早期に受け入れ努力をしたと
ころから不満が出かねない。延長は不要と判断した」
としている。プルサーマル実施以外の、ＭＯＸ燃料
加工施設や使用済み核燃料の中間貯蔵施設などの誘
致に伴う交付金は従来通り。
　巨額交付金でプルサーマル推進を図る手法には賛
否があるが、打ち切りによって国の原子力政策の先
行きにも影響を与えそうだ。
　同交付金は、プルサーマル開始までの間に１０億円、
さらに開始の翌年度から２－５年間で５０億円が支払
われる。経産省によると、これまで佐賀県が申請し、
交付金の一部が支払われたという。
　２００６年１０月の制度開始以降、交付対象になったの
は北海道（泊原発）、青森（大間原発＝建設中）、静
岡（浜岡原発）、福井（高浜原発）、島根（島根原発）、
愛媛（伊方原発）、佐賀（玄海原発）の各道県。いま
だにプルサーマル開始が具体化していない東北、東
京、北陸の各電力会社と日本原子力発電の原発は支
給対象にならなかった。
　制度は当初、０７年３月までだったが、国は０８年３
月、０９年３月と２度延長。経産省は、早期受け入れ
の優遇という所期の目的を果たしたことや、１０年度
までに１６－１８基でプルサーマルを開始するという従
来の電力業界の目標に間に合うかどうかを考慮。自
治体からはさらに延長の要望はあったが打ち切りを
決めた。【共同】

プルサーマル計画見直し／１０年度１６－１８基は
困難
　一般の原発でプルトニウム・ウラン混合酸化物（Ｍ
ＯＸ）燃料を燃やすプルサーマル計画について、電
気事業連合会（東京）が、原発を持つ電力各社に計
画見直しを検討するよう要請したことが６月４日、
分かった。
　２０１０年度までに全国１６－１８基の原発で実施すると
の目標は、現状では事実上困難になっている。国の
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原子力委員会も計画見直しの意向を示していた。
　九州、四国、中部の３電力会社は１０年にかけて３
原発の計３基でプルサーマルを開始する予定だが、
その他の電力では具体的な開始時期は依然、未定。
目標達成は困難な情勢で、全体計画は見直される公
算が大きい。
　原発の使用済み核燃料を再処理してプルトニウム
などを取り出し、再び燃料として使う、国の「核燃
料サイクル」政策は、プルサーマルの実施が前提と
なっており、計画見直しは原子力政策の先行きにも
影響しそうだ。
　国内では青森県六ケ所村の再処理工場が試運転中
だが、電力各社は長年、核燃料再処理を英国とフラ
ンスに委託。既に再処理で生じたプルトニウムを保
有している。このうち九州、四国、中部の３電力は
共同でフランスからＭＯＸ燃料を海上輸送し、５月
に輸送船が日本に到着。九州電力は１１月に玄海原発
３号機で国内初のプルサーマルを始め、四国は伊方
３号機で１０年１月から、中部は浜岡４号機で１０年夏
以降にＭＯＸ燃料を原子炉に入れる予定だ。【共同】

 

開業医実態調査、介護改定でマスコミ懇談会
開催／保団連
　５月２８日、保団連会議室において、「開業医の経営・
労働実態調査」と介護報酬改定を中心としたマスコ
ミ懇談会を開催した。マスコミからは読売新聞、株
式会社じほうをはじめ８社・１３人が参加し、保団連
からは宇佐美宏歯科代表、竹崎三立副会長、杉山正
隆理事、大阪府保険医協会・小薮幹夫事務局次長、
保団連事務局が出席した。
　「開業医の経営・労働実態調査」については、大阪
協会・小薮事務局次長より調査の概要が報告され、
その後、質疑応答を行った。報告では、開業医の労
働は、時間外労働時間だけみても過労死の認定基準
である月８０時間を超えていること。医師であると同

時に経営者、雇用主であり、診療以外にも患者との
トラブル対応や雇用管理などに時間が取られ、勤務
医の労働とは質的に大きな違いがあることを強調し
た。こうした実態から、開業医へのさらなる労働強
化は医療安全の面からも問題があると指摘した。
　また、補足として、財政審の医師の偏在是正をめ
ぐる診療報酬の配分見直し、自由開業医制への「公
的関与」の議論で、前提とされている「医師の給与
の比較」等の財務省資料は、中医協の「医療経済実
態調査」からみても医療現場の実態と大きく異なる
ことを指摘した。
　さらに、岡山県保険医協会が医療施設動態調査よ
り作成した医科・歯科診療所数の増減傾向の資料を
もとに、地方を中心に診療所数が急激に減少してい
る実態を示し、２０１０年診療報酬改定で再び診療報酬
の配分見直しに終始するならば、経営の悪化で診療
所はますます減少し、地域医療を支える基盤が破壊
され、医療崩壊が加速するだろうと指摘した。
　参加した記者からは「直近１年の診療所激減の要
因は何か」、「今後協会・保団連で患者とのトラブル
などの相談窓口を設けないのか」といった質問が出
された。
　質問に対し、竹崎副会長は、詳しい分析はこれか
らと断った上で、「小泉構造改革の医療費抑制で、診
療報酬引き下げが行われて以降、特に地方で診療所
が減少し、地域格差が生まれている。医師の高齢化
による閉院も背景にはあるが、都市部に新規開業が
集中し、地方では開業したくてもできない状況にな
っている。さらに、東京でも最近は新規開業が減っ
ている。今後分析していく必要がある」と答えた。
　介護報酬改定では、３％の引き上げでは介護崩壊
は食い止められず、１０％以上の引き上げが必要なこ
と、保険医療機関は通所リハビリの指定があったも
のと見なすこととされたが、これは将来、維持期リ
ハビリを医療保険の給付対象から除外するための布
石であり到底認められないこと、介護給付費削減を
目的とした新介護認定制度の問題点を指摘した。竹
崎副会長、杉山理事からは新認定基準で認定審査会
では混乱が起きていることなどを紹介し、国は３％
などと数値だけを公表するが、現場での影響を検証
した上での報道を要望した。
　最後に、宇佐美歯科代表は、「医療現場の実態をつ
かむには、まず保険医協会に連絡を。保団連・保険
医協会としても、今後も独自の調査などを行い、実
態に基づく情報を発信していきたい」と締めくくっ
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た。懇談会終了後も多くの記者が残り、個別に質疑
応答を行うなど関心の高さが伺えた。

緊急提言の実現、新型インフルエンザ対策等
を要請／保団連・中央行動
　保団連は、５月２８日、中央行動を実施し、８協会
から３８人が参加した。
　衆議院での補正予算案の可決、参議院での審議入
り、また、解散がなくとも９月には総選挙という状
況の中、患者・国民、医療現場の実態と政策転換の
必要性を大いに訴え、各党、各議員の態度を明確に
していくことが重要として、再度、「緊急提言」の実
現と、レセプトオンライン請求義務化撤回、自主共
済の保険業法適用除外、歯科保険医療の充実、新型
インフルエンザ対策等を要請し、後期高齢者医療制
度の中止・撤回および廃止を求める患者署名を計
１７７６筆、自主共済請願署名を計２６９９筆、国会議員に
手渡した。
　この日は、主に衆参の厚生労働委員に面談、要請
を行った。面談した厚生労働委員長の辻泰弘参院議
員（民主）は、「休業保障制度の適用除外で医師の新
型インフルエンザ罹患による休業時の保障をとの訴
えは、新鮮な切り口だ。また、インフルエンザの検
査キット等が不足していると聞くが、総量備蓄、流
通上の問題など詳しく教えてほしい」、「レセプトオ
ンラインの問題は、費用補填の議論もなく、医療者
の財産権侵害である義務化の強制を、省令改正とい
う手段で行うのはおかしい」と述べた。

オンライン請求進捗状況書面提出に抗議／保
団連
　保団連は、５月１９日、舛添要一厚生労働相宛に
「オンライン請求進捗状況に関する書面提出に抗議
する」文書を提出した。
　これは、４月２７日、厚労省が規制改革会議の質問
への回答として、２０１０年４月からオンライン請求を
義務化される診療所及び病院に対して、０９年度中に、
毎月、進捗状況の書面提出を求める方針を示したこ
とに抗議したもの。厚労省はさらに、書面を提出し
ない医療機関には「審査支払機関から勧奨」し、そ
れに応じなければ「国が直接指導」し、それにも従
わなければ「報酬が支払われないことについて警告
を発する」としている。
　保団連は、このような強引な手法は、実施する根
拠も明確ではなく、断固抗議するとともに、書面提

出の撤回とオンライン請求義務化を定めた厚労省令
の改正を強く求めている。

財政審の議論に対する見解発表／保団連
　保団連は、財政制度等審議会がまとめた建議につ
いて「断じて認めることはできない」とする見解を
発表した。
　見解では、医師偏在の大元は、政府による長年の
医療費抑制政策とその帰結である医師の絶対数の不
足にあり、医師の本格的な養成と労働環境の改善に
公費を投入することこそ地域医療再生の大道だと述
べている。その上で、診療報酬の配分見直しの議論
は、収入格差に議論をすり替え、開業医と勤務医の
対立を煽るものだとしている。
　中医協の２００７年「医療経済実態調査」によると、
開業医の収支差額（最頻値）と病院勤務医の年収は
同水準であり、保団連「開業医の経営・労働実態調
査」によると、労働時間についても、４０代から７０代
までどの年代でも、開業医の週あたりの平均労働時
間は５０時間を超え、病院勤務医の平均従業時間を上
回っている。こうした医療現場の実態を踏まえ、地
域医療を支える開業医の役割を診療報酬で正当に評
価する必要があると指摘している。
　また、強制的な開業規制や地域別の診療報酬の導
入は、地域医療の崩壊を加速させ、地域間の健康・
医療格差を助長するものであり、断じて容認できな
いとしている。
　最後に、医療費総枠拡大をせずに、診療報酬の配
分だけの見直しに終始すれば、医師不足にあえぐ病
院だけでなく、医療界全体が崩壊の危機に立たされ
るとして、地域医療再生に逆行する財政審の議論は
ただちに改めるべきだと結んでいる。

「保険医休業保障共済制度」加入受付再開を
／保団連が要望書
　保団連は５月２７日、医師・歯科医師に対する新型
インフルエンザ感染への公的保障が不十分として、
保団連が運営する「保険医休業保障共済制度」への
加入受付再開を求める要望書を、舛添要一厚生労働
相あてに提出した。
　同制度は会員を対象とした相互扶助制度で、休業
を余儀なくされた場合に給付が受けられるが、２００６
年の保険業法改正により保険業と同じ規制を受ける
ことになったため、加入受付を停止するなど、運営
が困難となっている。
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　要望書ではこの点を指摘。「保険医として万一の傷
病による公的な保障がほとんどない中で、休業保障
共済制度は、休業時の保障として保険医の切実な要
望となっている」とし、同制度を一刻も早く保険業
法の適用外とすることを求めている。
（5/２８MEDIFAXより）

国による乳幼児医療費無料制度の創設を／乳
幼児医療全国ネット集会開催
　保団連が事務局団体として参加する「乳幼児医療
費無料制度を国に求める全国ネットワーク」は、５
月２７日、衆議院議員会館で、「乳幼児医療全国ネット
５月集会」を開催した。集会には小さな子どもを連
れたお母さんら１０１人が参加。国による乳幼児医療費
無料制度の創設、地方制度の拡充に向けた運動を交
流するとともに、集まった６万３４７筆分の請願署名を
国会議員に手渡した。
　呼びかけ人として挨拶した保団連・住江憲勇会長
は、「収入の多寡によらず子どもに医療を保障するに
はまだまだ不十分。国が無料化制度を確立させるこ
とが不可欠だ」として、「近く行われる総選挙に向け
て運動強め、世論を盛り上げよう」と述べた。
　国による制度の創設を求める意見書を採択した地
方議会数が全体の４３.２％、請願署名が１２０万筆超、賛
同国会議員が１２４人となるなど、世論が急速に広がる
なかで開催された２００９年の集会では、基調提案のな
かで、「親の経済的負担を軽減して少子化を食い止め
るという観点からも、国による就学前までの医療費
無料化制度実現を政府に強く求めていく」ことが強
調された。
　また、地方では、通院についての助成対象を「就
学前」以上とする市区町村が全体の８６.１％（入院に
ついて９７.２％）に拡大しているなど運動の前進が報
告され、自治体に向けては、「中学卒業」までを助成
対象に拡大する、全ての自治体で入院・外来とも助
成対象を就学前までとする取り組みの強化が提起さ
れた。
　集会開催にあたり、衆参合わせて１３１人の国会議員
から賛同があり、当日は、９人の国会議員が挨拶し
た。挨拶に立った国会議員は以下の通り（敬称略）。
　民主党（泉健太・下田敦子・円より子・和田隆志・
本人の希望により名前非公開１人）、共産党（小池晃・
高橋千鶴子）、新党日本（田中康夫）、無所属（川田
龍平）。また、漫画家のちばてつや氏と俳優の五十嵐
めぐみ氏より、集会にメッセージが寄せられた。

　集会後、参加者は国会議員要請を行い、小学校就
学前までの子どもを対象とした国の医療費無料制度
創設への賛同を求めた。

消費税廃止各界連、国会行動を実施
　５月１３日、保団連も加盟する消費税廃止各界連絡
会（各界連）は、国会要請行動・署名提出集会を行
い、「消費税増税反対」「消費税の減税を求める」署
名約１７万筆を提出した。
　全国商工団体連合会・西村冨佐多副会長より「い
ま、町場が冷え切っている中で、消費税増税などと
んでもない」との主催者挨拶があった。この間、各
界連が呼びかけている消費税増税反対キャンペーン
に賛同を寄せた著名人の１人として、不公平な税制
をただす会・富山泰一事務局長から「この消費低迷
の時期に庶民に増税しても税収は見込みにくい。大
企業から徴税して再分配に利用する方がＧＤＰの引
き上げにも効果的である」との報告があった。この
キャンペーンには、経済アナリストの森永卓郎氏、
映画監督の井筒和幸氏のほか、各種の業界団体と合
わせて１００人以上のメッセージが寄せられている。

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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資料1
平成22年度予算編成の基本的考え方について

　財務省は６月３日に、「平成２２年度予算編成の基本的考え方について」を公表した。これは、同日、財政制度等審議会・
財政制度分科会が財務大臣に宛てて建議として取りまとめたもの。社会保障制度に関連するものを抜粋した。
　建議では、我が国財政が極めて厳しい状況にある中で、持続可能な社会保障制度を確立する必要がある、として、平成２２
（２０１０）年度予算においても、医師確保対策等、必要な対応は行う必要はあるが、社会保障分野においても「基本方針２００６」
等で示されている歳出改革の基本的方向性は維持する必要があるとした。

■ 財政制度等審議会　２００９年６月３日 ■
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Family Medicine 190,182 1.00

Geriatrics 179,344 0.94
Pediatric & Adolescent 193,964 1.02

Internal Medicine 199,886 1.05
Psychiatry 206,431 1.09

Physical Medicine & Rehabilitation 229,119 1.20
Obstetrics 273,620 1.44

Intensivist 296,034 1.56
General Surgery 337,595 1.78

Anesthesiology 352,959 1.86
Cardiology 379,975 2.00

Diagnostic Radiology - Interventional 463,219 2.44

( )
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資料2
あんしん医療制度研究会（第１回）資料

　京都府が５月２１日に開いた「あんしん医療制度検討会」第１回の配布資料。検討会は、府が１月２７日に全国知事会に対し
提案した「住民への健康医療政策の更なる充実に向けた検討課題について（提案）」の内容などを検討するもの。今夏に中
間報告、冬頃に最終報告をとりまとめるとしている。

■ 京都府　２００９年５月２１日 ■



京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６９７号

政
策
解
説
資
料

６１第１２０号



京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６９７号

第１２０号６２



京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６９７号

政
策
解
説
資
料

６３第１２０号



京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６９７号

第１２０号６４



京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６９７号

政
策
解
説
資
料

６５第１２０号



京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６９７号

第１２０号６６



京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６９７号

政
策
解
説
資
料

６７第１２０号



京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６９７号

第１２０号６８



京都保険医新聞２００９年（平成２１年）６月２９日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２６９７号

政
策
解
説
資
料

６９第１２０号

資料3
あんしん医療制度研究会の開催について

　５月２１日のあんしん医療制度研究会について、京都府が府議会厚生常任委員会に対し提出した報告書。

■ 京都府健康福祉部　２００９年５月 ■



２００８年度　第２４回　２００９年５月２６日
【特別討議】
１．2008年下半期各部会会務報告について
　　△担当＝増田副理事長

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認

〈経営部会〉
１．税務記帳講習会開催（５月11日）状況
２．傷害疾病保険審査会（５月19日）状況
３．金融共済委員会（５月20日）状況
４．雇用管理相談室（５月21日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（①５月14日②18日③19
日）状況

２．法律相談室（５月21日）状況
３．医療事故案件調査委員会（５月22日）状況
４．医療事故案件調査委員との懇談会（５月23日）
状況

５．医師賠償責任保険処理室会（５月25日）状況
〈政策部会〉
１．第19回医療制度検討委員会（５月13日）状況
２．第16回保団連理事会（５月24日）状況

〈保険部会〉
１．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（５月

13日）状況
２．第628回社会保険研究会（５月21日）状況

【部会報告】
１．各部会（５月12日）状況と決定事項確認の件

〈総務部会〉
１．2009年度に向けた事業等の点検・確認
２．第62回定期総会の準備確認
３．協会忘年会・新年会の開催の検討
４．創立60周年記念品の確認
５．2008年度３月分収支状況の確認
６．各種積立金の予算執行の確認
７．保団連「保険医年金における保団連・協会一

体運営を確認する文書」取り交わしの確認
８．４月度会員増減状況の確認
９．勤務医の労働実態などに関するアンケート実

施確認
10．会費未納会員の状況確認
11．財団法人冷泉家時雨亭文庫会員継続の確認

12．ジャズを楽しむ会の申込状況確認
13．地区・専門医会会報等の収集及び回覧
14．次回開催日の確認

〈経営部会〉
１．2008年度会務の点検
２．保険医年金第53次春普及の中間報告
３．保険医年金未加入者へのパンフレット発送の

確認
４．増口用プレプリントの取り扱いの確認
５．保団連「組織の一体運営を確認する文書」取

り交わしの確認
６．居宅介護事業者等賠償責任保険の状況確認
７．協会ロゴの検討
８．住宅用火災報知器の斡旋についての確認
９．損保ジャパンひまわり生命に対する会員から

のクレーム対応の報告
10．今後のスケジュールの確認

〈医療安全対策部会〉
１．2009年５月度医事紛争状況の確認
２．2008年度医事紛争状況の中間報告
３．全国における医事紛争状況の報告
４．『京都保険医新聞』連載「裁判事例に学ぶ」後

の企画検討
５．調査委員との懇談会の運営確認
６．2008年度会務の点検
７．2009年度企画の検討
８．医師賠償責任保険のＰＲについての意見交換

〈政策部会〉
１．５月の部会スケジュールの確認
２．「貧困をなくし社会保障を守る『基本法』を考

えるシンポジウム」開催準備状況報告
３．京都府「あんしん医療制度研究会」の報告
４．「後期高齢者医療制度における被保険者資格

証明書の運用に係る留意点について」につい
ての意見交換

５．2009年度活動の柱、事業案の検討
６．『京都保険医新聞』銷夏号企画の検討
７．ＫＹＯＴＯ臨床研修の未来を考えるシンポジ

ウムの出席確認
８．京都社会保障推進協議会学習会の出席確認
９．環境対策関連冊子発行の確認
10．「法然院で、地球温暖化防止」展の出席確認
11．保団連近畿ブロック主催「吉田太郎氏講演会」
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の出席確認
12．九条の会アピールを支持する京都医療人の会
2008年度総会・講演会の開催確認

13．『いのちの山河～日本の青空Ⅱ』製作支援状況
の確認

14．エコキャップ運動の取り組み状況の確認
15．実調のデータ処理に関する神奈川県保険医協
会政策部長談話についての意見交換

16．反核京都医師の会活動の確認
17．国民健康保険における後発医薬品の普及促進
等に対する対応についてのアンケートの中間
報告

〈保険部会〉
１．2008年度会務の点検
２．第62回定期総会の準備確認
３．2009年度方針についての意見交換
４．『京都保険医新聞』「主張」「理事提言・広場」

欄の内容確認
５．診療報酬改善、不合理是正対策の確認
６．レセプトのオンライン請求に伴う「標準病名」

に関するアンケートの実施確認
７．代議員月例アンケートの検討
８．オンライン請求義務化問題学習会の企画検討
９．『公費負担医療等の手引』2009年版の内容確認
10．保団連「指導大綱見直し及び指導、監査改善
要求（案）」の組織討議の検討

11．指導・監査関係の情報開示請求の検討
12．医事担当者連絡会議の開催確認
13．一般病棟入院中の患者の他医療機関受診に関
する実態調査等の取り組みの確認

14．通所リハ改定後の実態調査の中間報告
15．障害者施設入院基本料の実態調査の実施確認
16．第628回社会保険研究会の開催確認
17．第629回社会保険研究会の開催確認
18．耳鼻咽喉科診療内容向上会の開催確認
19．産婦人科診療内容向上会の開催確認
20．当面の行事予定等の確認

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（５月12日）要録と決定事項の確認
２．６月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
３．各部会開催の件
４．2009年度理事会等スケジュール確認の件
５．第13回正副理事長会議（５月14日）状況確認
の件

６．「第62回定期総会」「創立60周年記念祝賀会」
打ち合わせ（５月19日）状況確認の件

７．創立60周年記念講演会の講師との打ち合わせ
の件

８．会員入退会及び異動に関する承認の件
９．コミュニケーション委員会（５月９日）状況

確認の件
〈経営部会〉
１．「保険医年金」普及のための生保担当者との事

務局同行の件
〈医療安全対策部会〉
１．協会医師賠償責任保険のＰＲに関する件

〈政策部会〉
１．九条の会アピールを支持する京都医療人の会

総会・講演会開催延期の件
２．保団連近畿ブロック主催「吉田太郎氏講演会」

開催延期の件
３．『京都保険医新聞』（第2691号）・『メディペー
パー京都』第119号（第2692号）合評の件

〈保険部会〉
１．保団連「指導大綱見直し及び指導、監査改善

要求（案）」の対する意見提出の件
２．第１回医事担当者連絡会議開催の件
３．京都府・京都市生活保護連絡協議会事務打ち

合わせ準備会議開催の件
４．京都府・京都市生活保護連絡協議会事務打ち

合わせ開催の件
〈その他〉
１．2007－08年度最終理事会にあたり理事長挨拶
　　《以上１９件の議事について承認》

２００９年度　第１回　２００９年６月２日
１．理事長挨拶
２．2009－10年度理事者紹介と担当部会、理事会
開催日程等の確認

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．創立60周年記念講演会講師との打ち合わせ
（５月28日）状況

〈経営部会〉
１．経営相談室（５月27日）状況
２．第11回保団連共済部会（５月31日）状況

〈政策部会〉
１．京都社会保障推進協議会運営委員会（５月21
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日）状況
２．環境対策委員会（５月22日）状況
３．出版編集会議（５月28日）状況
４．保団連地域医療対策部会電話会議（５月31日）
状況

〈保険部会〉
１．全国版『公費負担医療等の手引』編集作業
（５月25日－27日）状況

２．京都府・京都市生活保護連絡協議会事務打ち
合わせ準備会議（５月29日）状況

３．保団連社保・審査対策部会（５月31日）状況
【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（５月27日）要録と決定事項の確認
２．６月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
３．各部会開催の件
４．2009年度会費免除者（継続）一括承認の件
５．５月度会員増減状況
　　△2009年５月31日付会員数＝2567人
６．会員入退会及び異動に関する承認の件

〈政策部会〉
１．「法然院で、地球温暖化防止」展講師派遣の件
２．『京都保険医新聞』（第2693・2694号合併号）
合評の件

３．当面の『京都保険医新聞』発行計画・執筆分
担確認の件

〈保険部会〉
１．レセプトオンライン請求学習会出席の件
　　《以上１０件の議事について承認》

２００９年度　第２回　２００９年６月９日
【特別討議】
１．2008年度部会活動報告について
　　△担当＝各部会担当副理事長
２．2009年度活動方針（案）について
　　△担当＝関理事長
３．2009年度スローガン（案）について
　　△担当＝山田事務局長

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．創立60周年記念品配布の件

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（６月16日）の件

【部会報告】
１．各部会（６月２日）状況と決定事項確認の件

〈総務部会〉
１．2009年度に向けた事業等の点検・確認
２．第62回定期総会の準備確認
３．2009年度当初会費免除者の確認
４．会計監査の開催確認
５．財政検討会議の開催確認
６．５月度会員増減状況の確認
７．長寿会員のお祝いの確認
８．地区医師会長との懇談会の開催確認
９．新規開業医のための基礎講習会の開催確認
10．ジャズを楽しむ会の申込状況報告
11．次回開催日の確認

〈経営部会〉
１．2008年度活動報告の検討
２．2009年度部会任務分担の確認
３．2009年度活動方針の確認
４．財政検討会議出席理事の選出
５．出版編集会議委員の選出
６．保団連各専門委員の選出
７．ホームページ運営委員会委員の選出
８．2009年６月－11月委員会分の融資斡旋利率表
の確認

９．融資パンフレット作成スケジュールの確認
10．保険医年金第53次春普及の中間報告
11．保険医年金普及のための会員訪問状況報告
12．医師賠償責任保険の中途募集用リーフレット
作成の確認

13．居宅介護事業者等賠償責任保険の事故受付案
件の進捗状況報告

14．新しく医療機関に勤められた新入職員のため
の研修会２回目の日程確認

15．エコキャップ運動の協力依頼の検討
16．協会ロゴの検討
17．損保ジャパンひまわり生命に対する会員から
のクレーム対応の報告

18．管理者交代手続きの援助の報告
19．今後のスケジュールの確認

〈医療安全対策部会〉
１．2009年５月度医事紛争状況の確認
２．2008年度医事紛争状況の報告
３．全国における医事紛争状況の報告
４．『京都保険医新聞』連載「裁判事例に学ぶ」後

の企画検討
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５．調査委員との懇談会の運営確認
６．2008年度会務の点検
７．2009年度企画の検討
８．医師賠償責任保険のＰＲについての意見交換
９．2008年度活動報告の検討
10．2009年度部会任務分担の確認
11．2009年度活動方針の確認
12．財政検討会議出席理事の選出
13．出版編集会議委員の選出
14．部会学習会についての意見交換
15．『京都保険医新聞』「院内事故調報告書の提出
義務はあるか」についての協議

16．調査委員再任依頼文書送付の確認
〈政策部会〉
１．６月の部会スケジュールの確認
２．2008年度活動報告の検討
３．2009年度部会任務分担の確認
４．2009年度活動方針の確認
５．財政検討会議出席理事の選出
６．出版編集会議委員の選出
７．保団連各専門委員の選出
８．あんしん医療制度研究会（第１回）の傍聴報告
９．『京都保険医新聞』カラー版発行の検討
10．環境対策関連冊子発行の確認
11．「法然院で、地球温暖化防止」展の出席確認
12．九条の会アピールを支持する京都医療人の会
2008年度総会・講演会の延期の報告

13．『いのちの山河～日本の青空Ⅱ』製作支援状況
報告

14．エコキャップ運動の取り組みの確認
15．反核京都医師の会の取り組みの確認
16．国民健康保険における後発医薬品の普及促進
等に対する対応についてのアンケートの中間
報告

17．代議員月例アンケート結果の内容確認
〈保険部会〉（６月２日）
１．2008年度活動報告の検討
２．2009年度部会任務分担の確認
３．2009年度活動方針の確認
４．財政検討会議出席理事の選出
５．保団連各専門委員の選出
６．行事予定の確認

（６月５日）
１．2009年度部会任務分担の確認
２．2009年度各部会方針・予算の検討

３．入院患者の他医療機関受診の取り扱いについ
ての意見交換

４．オンライン請求義務化問題学習会の企画検討
５．医療ＩＴ化問題検討会の開催確認
６．代議員月例アンケートの中間報告
７．レセプト点検日の確認
８．京都府・京都市生活保護医療連絡協議会事務

打ち合わせ状況報告
９．『公費負担医療等の手引』2009年度版発行の確
認

10．指導・監査関係の情報開示請求の報告
11．近畿厚生局に関する理事会特別討議の協議
12．医事担当者連絡会議の開催確認
13．一般病棟入院中の患者の他医療機関受診に関
する実態調査等の取り組みの確認

14．通所リハ改定後の実態調査の報告
15．障害者施設入院基本料の実態調査の実施確認
16．研究会関係の打ち合わせの開催検討
17．第629回社会保険研究会の開催確認
18．第630回社会保険研究会の開催確認
19．耳鼻咽喉科診療内容向上会の開催確認
20．産婦人科診療内容向上会の開催確認
21．外科診療内容向上会の開催確認
22．行事予定の確認

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（６月２日）要録と決定事項の確認
２．地区担当制活動の状況確認の件
３．創立60周年記念式典懇親会アトラクション演

奏者との面談の件
４．会員入退会及び異動に関する承認の件

〈政策部会〉
１．「貧困をなくし社会保障を守る『基本法』を考

えるシンポジウム（仮題）」団体訪問並びに会
場下見の件
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〈保険部会〉
１．2009年５月度国保合同審査委員会（５月22日）
状況確認の件

２．京都府・京都市生活保護連絡協議会事務打ち

合わせ（６月４日）状況確認の件
３．保険審査通信検討委員会（６月５日）状況確

認の件
　　《以上９件の議事について承認》
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7月の相談室
担当＝竹内建築士７月８日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）７月１６日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝江頭弁護士７月１６日（木）午後２時～法 律
担当＝河原社会保険労務士７月１６日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝藤田税理士７月２２日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。

講　師　田辺 幸雄 弁護士
　　　　レセプトオンライン請求義務化撤回訴訟弁護団長
　　　　江東総合法律事務所（東京）

日　時　7月１８日（土） 午後２時～４時３０分
場　所　京都リサーチパーク
　　　　東地区１号館４階会議室
　　　　（京都市下京区中堂寺南町１３４　緯０７５ 崖 ３２２ 崖 ７８８８）
　　　　　※ＪＲ丹波口駅より徒歩５分、
　　　　　　京都府医師会館より徒歩８分

対　象　会員、家族、会員医療機関の従業員
申　込　京都府保険医協会事務局（緯075-311-8888）まで

義務化の?に
お答えする

オンライン請求義務化問題
学習会
義務化の法的問題点と撤回訴訟の意義を学ぼう

京都リサーチパーク
東地区


